


序　　　　　文

　国際協力事業団は、トルコ共和国政府からの技術協力の要請を受け、トルコ黒海水域増養殖開

発計画を 1997 年４月から５年間にわたり実施してきました。

　このたび、当事業団は、本計画の協力実績の把握や協力効果の測定を行うことを目的として、

平成14年１月13日から１月26日まで、当事業団 森林・自然環境協力部部長 宮川 秀樹 を団長

とする終了時評価調査団をトルコ共和国に派遣しました。

　調査団は、トルコ共和国政府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、プロジェクト・サ

イトでの現地調査を実施し、成果の確認を行いました。そして、帰国後の国内作業を経て調査結

果を本報告書にまとめました。

　この報告書が、本計画の今後の協力の更なる発展のための指針になるとともに、本計画によっ

て達成された成果がトルコ共和国の発展に資することを期待します。

　終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援をくださった両国関係者の皆様に対し、心か

らの感謝の意を表します。

　平成 14 年４月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　鈴木　信毅







評価調査結果要約表

Ⅰ．案件の概要

国　名：トルコ共和国

分　野：水　産

所轄部署：森林・自然環境協力部

　　　　　水産環境協力課

協力期間

　1997 年４月 16 日～

　　　　　2002 年４月 15 日

　　　　　（R／ D：1997 年１月）

案件名：黒海水域増養殖開発計画

援助形態：プロジェクト方式技術協力

協力金額（評価時点）：２億 3,000 万円

先方関係機関：農業村落省中央水産研究所

日本側協力機関：農林水産省（水産庁）、文部科学省

　　　　　　　　（東京水産大学・鹿児島大学）

他の関連協力：特になし

１．協力の背景と概要

　トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）政府は、養殖技術開発を通じた漁業資源の管理と

保全が、漁業の発展に不可欠であるとの方針を示しており、そのために養殖技術を開発し、そ

の技術を同国の研究者に移転することを目的に、技術協力を日本国に要請した。これに応え、

1997 年４月、プロジェクト方式技術協力「増養殖技術開発計画」が開始された。

２．協力内容

（1）上位目標

　実用段階のカレイ養殖技術の有効性が実証される。

（2）プロジェクト目標

　カレイ類の種苗生産、及び育成技術が開発される。

（3）成　果

 1） カレイ類の養殖適種の選定が行われる。

 2） 親魚育成手法が開発される。

 3） 採卵技術が開発される。

 4） 仔稚魚の育成技術が開発される。

 5） 未成魚までの中間育成技術が開発される。

 6） カウンターパートの研究及びマネージメント能力が向上する。



（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣　　　　　　 ５名 機材供与 １億 6,500 万円

短期専門家派遣　　　　　　18 名 ローカルコスト負担 3,350 万円

研修員受入れ　　　　　　　11 名 その他  3,050 万円

相手国側：

カウンターパート配置　　　 ８名　　　

ローカルコスト負担（施設・設備、ローカルコスト負担など合計）　　

現地通貨　2,320 億リラ（円価 約 2,300 万円／ 2001 年３月レートで換算）

Ⅱ．評価調査団の概要

（担当） （氏名） （所属）

総括／団長 宮川　秀樹 国際協力事業団　森林・自然環境協力部　部長

種苗生産 多紀　保彦 財団法人自然環境研究センター　理事

　　 東京水産大学　名誉教授

育成技術 岩本　明雄 社団法人日本栽培漁業協会　屋島事業場　場長

評価分析 東野　英昭 株式会社レックス・インターナショナル

計画管理 佐藤　吉洋 国際協力事業団　森林・自然環境協力部

水産環境協力課　職員

調査期間 2002 年１月 13 日～ 2002 年１月 26 日　　　評価種類：終了時評価

Ⅲ．評価結果の概要

１．評価結果の要約

（1）妥当性

　トルコ政府は第７次（1996～ 2000）及び第８次（2001～ 2005）経済５か年計画で、水産

業開発を国家開発計画の優先事項と位置づけており、漁業の近代化、養殖、資源の管理・保

全に重点を置いている。特に養殖業は、民間及び外国資本の投資促進のため、技術的・経済

的な優遇措置が講じられるなど、重視されている分野である。また、プロジェクト対象地域

である黒海沿岸地域は、開発が遅れており、バランスのとれた国土開発・所得格差解消の観

点から、産業振興が必要である。黒海のカレイは市場において嗜好性、経済性が高く、養殖

についての関心も高いことから、黒海沿岸地域のカレイ養殖技術の開発・移転を目的とした

本プロジェクトの妥当性は高い。

調査者



（2）有効性

　「体長100mm以上の稚魚の安定生産」という目標は、稚魚の生産数という指標は、満たし

ているものの、カウンターパートは派遣された専門家の指導・助言なしにこれを維持できる

水準には達していない。特に、仔稚魚の生残率の安定化が残された課題として確認できた。

（3）効率性

　日本側の投入の量・時期ともに適切であり、機器の維持管理・活用にも問題はない。本プ

ロジェクトにあたって、トルコ側の負担でいくつか施設が建設・設置されたが、これらのう

ち取水、温度管理、浄化システムを含めた維持・管理体制が構築されていない。このため、

取水システムの故障に対応できず、仔稚魚の全滅という事態が発生し、活動を停滞させた。

また、カウンターパートの定着率は妥当なレベルにあるものの、農業村落省中央水産研究所

の所長が５年間に 10 回以上交代したことも、プロジェクトの進捗に影響した。

（4）インパクト

　若干の正のインパクトがみられる。カレイの種苗生産技術に対して、養殖業者からの関心

が高まり、またその他、研究所の知名度が高まったといえる。現在のところ負のインパクト

はみられないが、養殖業には環境汚染の懸念があるため、注意して監視していく必要があ

る。

（5）自立発展性

1） 組織・制度面：低い。研究所所長の交代や、監督総局との関連性の不明確さ、施設維

持管理体制の不備など。

2） 財政面：トルコ側の努力は評価されるが、今後の予算確保への懸念がある。

3） 技術面：高い。技術移転はほぼ完了したが、インフラの維持管理体制、普及活動など

の戦略をトルコ側が主体となって構築していく必要がある。

２．効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

　プロジェクトの実施内容の妥当性が高かったこと。

　実現可能性の高い、着実なプロジェクト目標が設定されていたこと。



（2）実施プロセスに関すること

　全般的にカウンターパートの意欲が高かった。また、本邦研修によりカウンターパートの

能力・技術の向上が図られた。

３．問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を基にした、進捗管理システムの構築

についてトルコ側との合意形成が不徹底であり、その後の問題の対処に時間がかかったと思

われる。

（2）実施プロセスに関すること

1） 基礎育成棟の着工の遅れ

2） 1999 年２月の大波等の異常気象により引き起こされた取水施設の破損

3） 上記に伴う水温、水質のコントロールの乱れ

4） 2001 年の産卵期に発生した鞭毛藻類による海水のろ過精度低下

5） 取水、温度コントロール、浄水システムの維持管理体制の不備

４．結　論

　プロジェクト活動を通じての技術移転は円滑に進んでいるが、種苗生産の安定性を確保する

ために仔稚魚の生残率の向上、養成親魚からの採卵技術の確立が残された課題である。また、

トルコ側の自立発展性に懸念が残った。

５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）取水、ろ過、温度調節等施設の効果的なメンテナンスを行うために、種苗生産施設管理

（Hatchery Management）担当のカウンターパートを配置すること。

（2）プロジェクトの上位目標、及び最終目標を達成するために、トルコ側は民間セクターに

対する普及・研修を実施すること。

（3）技術移転プロジェクトにおけるプロジェクト目標を達成するうえで、研究分野間の交流

や情報交換は重要である。今後、専門家がトルコ側の実施機関の長である中央水産研究所長

等に働きかけ、交流・情報交換の場を定期的に設けるなどして、早急に研究分野間の壁を取

り除く必要がある。



６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営

管理に参考となる事柄）

　施設の維持管理は、技術移転を行ううえでの重要な前提条件であり、被援助国との間で施設

維持管理のもつ意味について、十分な合意形成を行ったうえでプロジェクトを実施していくこ

とが必要である。
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）政府の要請を受けて、我が国は1997年４月より５年

間の計画で、以下の分野において技術協力を実施してきた。

（1）養殖適種の選定

（2）親魚養成技術の開発

（3）採卵技術の開発

（4）仔稚魚養成技術の開発

（5）養殖開発のためのデータ集積

（6）カウンターパート（C／ P）の研究能力向上

　プロジェクト開始後の３年目に当たる1999年の11月には運営指導調査団が派遣された。その

結果、各活動項目については、ほぼ計画どおりに進行していると判断され大きな軌道修正はなさ

れなかった。しかし、同年の異常気象による取水施設の破損や調温設備の不備もあり、種苗生産

及び親魚育成分野の活動が遅滞を余儀なくされた。そのため、両分野についての活動強化、活動

期間の延長が提言された。

　また、2001年５月に開催された国内支援委員会において、全般的に計画どおりに活動が進行し

ているが、「養成親魚の採卵技術の確立」及び「仔稚魚生残率の安定化」が残された課題として

議論された。

　今回の調査は、2002年４月をもってプロジェクトが終了するにあたり、運営指導調査の結果、

提言等を踏まえたうえで、終了時評価をトルコと合同で実施するものである。

１－２　調査団の構成

総括／団長　　宮川　秀樹　　国際協力事業団　森林・自然環境協力部　部長

　種苗生産　　　多紀　保彦
　　財団法人自然環境研究センター　理事

　　　　　　　　　　　　　　東京水産大学　名誉教授

　育成技術　　　岩本　明雄　　社団法人日本栽培漁業協会　屋島事業場　場長

　評価分析　　　東野　英昭　　株式会社レックス・インターナショナル　

　計画管理　　　佐藤　吉洋　　国際協力事業団　森林・自然環境協力部   水産環境協力課　職員
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日

１ １月13日 日

２ 　　14日 月

３ 　　15日 火

４ 　　16日 水

５ 　　17日 木

６ 　　18日 金

７ 　　19日 土

８ 　　20日 日

９ 　　21日 月

10 　　22日 火

11 　　23日 水

12 　　24日 木

13 　　25日 金

14 　　26日 土

内　　容

13:30東京（JL407）→17:35フランクフルト　　

14:20フランクフルト（TK1604）→イスタンブール
（アンカラが濃霧のためイズミールで足止め）

イズミール→アンカラ、JICAトルコ事務所打合せ、
日本国大使館訪問、農業村落省（MARA）表敬及び
協議

8:05アンカラ（TK532）→ 9:20トラブゾン　
専門家との打合せ

中央水産研究所との協議、C／Pへのインタビュー

中央水産研究所との協議、C／Pへのインタビュー

中央水産研究所との協議、評価報告書、ミニッツ案
作成

中央水産研究所との協議（予備日）
評価報告書、ミニッツ案作成

10:05トラブゾン（TK533）→ 11:30アンカラ
評価報告書、ミニッツ案作成

MARAとの協議、評価報告書、ミニッツ案作成

合同委員会、ミニッツ署名

JICAトルコ事務所、日本国大使館、MARA報告

8:10アンカラ（TK1603）→13:05フランクフルト／
20:25フランクフルト（JL408)

→ 15:40東京　　　　　　　

宿　泊

フランクフルト

イズミール

アンカラ

トラブゾン

トラブゾン

トラブゾン

トラブゾン

トラブゾン

アンカラ

アンカラ

アンカラ

アンカラ

機　内　

１－４　主要面談者

（1）農業村落省（MARA）

・Dr. Vedat Uzunlu 副次官

・Dr. Ahmet Bulbul 農業生産開発総局長

・Mr. Adnan Gultek 農業生産開発総局副局長

・Mr. Selcuk Erbas 水産開発部長

・Mr. Erkan Gozgozoglu 水産開発部課長
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（2）農業村落省中央水産研究所

・Mr. Yilmaz Bekiroglu Director

・Ms. Binnur Ceylan Broodstock Management

・Mr. Mustafa Ozongun Broodstock Management

・Ms. Cennet Usutundag Seed Production

・Mr. Yilmaz Ciftci Seed Production

・Mr. Adnan Erteken Food Development

・Mr. Atila Hasimoglu Food Development

（3）黒海増養殖技術開発プロジェクト（長期専門家）

・原　士郎 リーダー／親魚管理

・坂本　史幸 種苗生産

・根崎　悟朗 餌料開発

・中沢　由美子 業務調整

（4）在トルコ日本国大使館

・竹内　繁雄　　　 大　使

・小田原　雄一 二等書記官

（5）JICA トルコ事務所

・稲葉　泰 所　長

・斉藤　ゆかり 職　員

・Dr. Emin Ozdamar National Staff

１－５　終了時評価方法

　本終了時評価は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法に基づいて行われた。

PCM手法による評価とは、プロジェクト管理ツールであるプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（PDM）を利用し、評価時点での計画の達成度を踏まえたうえで、評価の５項目（妥当性、有

効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から実施する評価である。
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第２章　協力実施の経過

２－１　相手国の要請と背景

　トルコ政府は第７次経済５か年計画（1996～ 2000 年）において、第６次経済５か年計画に引

き続いて、水産業開発を国家開発計画の優先事項とし、水産物生産量の増加などをめざしている。

この水産業開発では、特に水産資源の管理・保全を考慮した養殖業の開発が重点課題とされてい

る。かかる背景の下、トルコ政府は資源管理型漁業に重点を置いた水産増養殖技術の開発及び当

該分野研究者への技術移転を内容とする技術協力を要請してきた。

２－２　協力実施プロセス

　これまでの日本側の対応は以下のとおり。

　・事前調査 1995 年１月 13 日～ 27 日

　・長期調査 1996 年９月 21 日～ 10 月 28 日

　・実施協議調査 1997 年１月７日～ 21日

　　　　　・計画打合せ調査 1998 年２月 28 日～３月 13日

　・巡回指導調査（中間評価） 1999 年 11 月 14 日～ 28 日

２－３　プロジェクト目標と協力内容

２－３－１　プロジェクト目標

　プロジェクト目標：「カレイ類の種苗生産、及び育成技術が開発される」

２－３－２　協力内容

（1）カレイ類の養殖適種の選定が行われる。

1） 黒海カレイ類の分類学的研究を行う。

2） 黒海／周辺海域のカレイ目魚種の比較検討を行う。

（2）親魚育成手法が開発される。

1） 天然親魚の生物学的研究を行う。

2） 成熟環境条件・養成用餌料試験を実施する。

（3）採卵技術が開発される。

1） 人工受精試験を行う。

2） 産卵誘発試験を実施する。
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（4）仔稚魚の育成技術が開発される。

1） 生物餌料植物培養試験を行う。

2） 仔稚魚餌料研究を実施する。

3） 仔稚魚飼育環境研究を行う。

4） 仔稚魚健康管理を行う。

（5）未成魚までの中間育成技術が開発される。

1） 成長・生残に関する試験を行う。

2） 未成魚までの栄養要求試験を行う。

（6）カウンターパートの研究及びマネージメント能力が向上する。

1） 国内外でのカウンタパート研修を行う。

2） ワークショップを開催する。

3） 研究誌を発刊する。

２－４　他の協力事業との関連性

　特になし。
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第３章　分野別評価調査結果

　当プロジェクトを推進していくうえで、黒海カレイ（Psetta maxima maeotica）の種苗生産技

術の開発は必要不可欠のものであり、当プロジェクトの主要な技術開発課題と位置づけられる。

　種苗生産技術開発については、プロジェクト２年目の 1998 年度から開始され、毎年おおむね

100mm での生産目標尾数１万尾に達しているものの、ふ化仔魚から全長 20mm までの生産は

1998 年度に５％、1999 年度に８％（実質的には０％）、2000 年度に７％、2001 年度に４％と目

標生残率10％に達しておらず、プロジェクトの上位目標を達成していくうえで大きな障害となっ

ている。

　種苗生産技術開発に必要な親魚養成技術開発と餌料培養技術開発については順調に目標が達成

されつつあり、種苗生産に必要な周辺技術の開発は評価結果要約に示されているとおり、おおむ

ね満足すべき段階に達成しているものと思われる。1999年度に繊毛虫による大量減耗で生産でき

なかったものの 2000 年度に 20mmまでの生残率７％、100mmで２万 7,000 尾を生産し、種苗生

産技術開発にある程度目処がついたかと思われた。しかしながら2001年度は、最終的に取りあげ

まで達した事例での生残率についても４％（全事例を含めるとゼロコンマ以下）と低い水準にと

どまっている。この原因として①取水施設、ろ過設備、加温システムの破損・故障などハード面

の不備、②基本的な種苗生産手法などソフト面の問題、があげられる。

　ここでは、５年間の親魚養成と種苗生産技術開発、並びに周辺技術開発の成果と今後の課題に

ついて述べる。

３－１　養成親魚からの採卵技術

　これまでの活動で本プロジェクトの対象種である黒海カレイについての分類学的・生態学的知

見が明らかになるとともに、飼育環境下における本種の生理学的知見が得られ、飼育環境はじめ

適正餌料の把握、天然親魚からのホルモンあるいは冷凍精子を利用した採卵技術が開発された。

この技術を基に産卵期に漁獲された天然親魚からの実用的な採卵技術は、ほぼ完成段階に至った

と評価される。

　一方、養成３歳魚から2000年に一部で自然産卵がみられたものの、2001年は３～４歳に達し

た養成魚からは産卵が確認されてない。３～４歳魚は体重が約2.0kg程度と生物最小型に達して

いなかったことが産卵がみられなかった大きな要因と考えられる。2002年度以降、最小型に達し

た段階での産卵が期待される。また、今後、養成親魚から受精卵を安定的に確保するためには、

天然親魚では得られていない成熟・産卵メカニズムの解明が必要と考えられる。これには成熟促

進のための水温や光等の環境条件、あるいは餌料種類の解明、多回産卵種である本種の排卵周期

の把握、ホルモン利用技術の開発等が課題としてあげられる。
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３－２　仔稚魚の飼育

　上述したように、プロジェクト目標の全長 100mmの稚魚で１万尾の生産は、ほぼ達成されて

いるものの、もう一方の目標値である全長20mmまでの生残率10％が達成されていないことが、

本プロジェクトの最大の問題である。また、種苗生産の技術開発が順調に進捗していない大きな

要因は、飼育海水が十分に得られない、あるいは満足な水温コントロールができないという施設

面の不備と種苗生産手法が確立されていないことと考えられる。種苗生産に重要な餌料培養技術

開発は、生物餌料の安定培養が可能となり、かつ栄養強化方法等が確立され、ほぼ満足する段階

に至ったと評価される。ここでは、全長20mmまでの種苗生産を阻害していると考えられるハー

ド面とソフト面について以下に考察した。

３－２－１　取水施設、ろ過設備、加温システムについて

（1）取水管、第１次ろ過システム

　1998年の当初工事が短期専門家の派遣期間中（1998年１月12日～３月６日）に終了しな

かったため、点検・調整・検査を行うことができず、その後に問題を残した。当初設計では、

黒海カレイの適水温が 13℃と考えられていたことより、水深 60ｍの深層からの取水を必要

とし、取水管の長さも600ｍとなった。取水管は長期間の使用によりイガイ、カキなどの付

着生物により閉塞状態を生じるため、日常のメンテナンスと１回／年程度の取水管の清掃が

必要である。2001年度の取水量の低下は、ポンプ据え付けレベルの問題もあろうが、付着生

物や砂・泥の堆積による取水管の閉塞も大きな要因と考えられる。現在の取水管の長さを考

慮すれば清掃等も容易でなく、フォローアップで新たに取水管の施設整備を実施する場合、

取水方式の十分な検討が本プロジェクト終了後のトルコ側の自立発展を左右する１つの要因

となり得る。本プロジェクトの５か年の活動で黒海カレイの適水温、あるいは上限水温がこ

れまでいわれていた水温より高いことが明らかになったことから、これらも勘案して取水位

置を検討し、取水方式を決定する必要があろう。

　第１次ろ過器もフォローアップでの施設整備の対象であるが、ろ過方式は加圧式のろ過器

でろ材に何を使用するかが大きな検討材料となろう。目詰まりを生じたときの逆洗の容易

さ、日常のメンテナンスの容易なものを整備する必要がある。プロジェクト開始当初のろ過

器は、ろ過能力に問題があるとのことで途中改修が行われたが、取水管の破損による砂・泥

の混入がろ過不能になった大きな原因であったことから、日頃のメンテナンスの重要性が改

めて問われる。

（2）第２次ろ過器を通ったあとのカートリッジフィルター増設について

　2002年度の生産シーズンには、フォローアップに伴って整備される取水管、第１次ろ過器
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の改修は間に合わない。基本的には第１次ろ過器が機能すれば、ある程度クリアできる問題

であるが、同期の生産期間中はカートリッジフィルターを増設（容量あるいは本数を大きく

する、あるいは並列配置する）して飼育水を確保せざるを得ない。

（3）加温設備について

　重油の質が悪いことで頻繁にボイラーの不着火が起こるようであり、飼育水温の急激な変

動が種苗生産不調の大きな原因の１つとしてあげられている。研究所内のボイラーによって

は同じ重油を使用しても不着火が起こらない機種もあるので、①ボイラーのノズルを不着火

しにくいものと交換する、②ボイラー自体を不着火の起こりにくい機種に変更する、③高品

質の重油を使用する、などの対応策を早急に講じる必要がある。

３－２－２　貯水槽・配管のシーズンオフあるいはシーズンスタート前の清掃・消毒・点検

　2001年度のシーズンオフに初めて貯水槽の清掃を行った。貯水槽等は１年間でかなりの量のヘ

ドロ等が堆積するので、１回／年の清掃は必要である。さらに 1998 年度に取水管が破損した際

に海底の砂・ヘドロを吸い込んだと思われることから、定期的な清掃はこれまでにも必要だった

と思われる。繊毛虫をはじめ、寄生虫発生の防除にもろ過槽、並びに配管類の定期的な清掃は是

非必要である。今後も定期的な清掃が望まれる。

３－２－３　種苗生産手法の見直し

　全長20mmまでの生残率が極めて低い。特に飼育初期の大きな減耗が種苗生産技術開発を行っ

ていくうえでの最大の障害となっている。ここの改善が強く望まれる。本種は我が国の栽培対象

種でいえば、マツカワ、ホシガレイに生態が類似していると思われる。本プロジェクトのこれま

での種苗生産手法で改善あるいは検討が必要と考えられる事項を以下に示す。2002 年度の生産

シーズンには取水設備等の改修が間に合わないことを考えると、2003年度につなげるプレ飼育の

意味を含めて、生産尾数にこだわらない思い切った実験的な飼育も考慮すべきであろう。

①　飼育水の換水率の見直し（飼育当初から 300％／日の換水は必要か、飼育初期に急激な環

境変化は良くないのでは）

②　飼育水中のワムシ密度の見直し（飢餓ワムシを防ぐために３～５個／�は少なすぎない

か、①に関連あり）

③　照度は（マツカワはパッチを形成させると摂餌がうまくできない。パッチを形成させない

ため、照度を低くし、エアーレーションで強制的に分散させる。）

④　配合飼料の餌付け時の移槽（清浄な環境の中での配合飼料の餌付け）

⑤　水質及び底質改良材の使用による飼育水の環境浄化（①に関連あり）
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３－３　20 ～ 100mmまでの飼育と幼魚の育成

　最近２か年は、20～ 100mmまでの飼育は、繊毛虫対策やアルテミアの栄養強化手法が確立さ

れ、目標値（50％以上）を超える80％以上の生残率が得られており、プロジェクト目標は達成段

階にあると評価される。また、飼育上限水温や適正飼育密度が把握されつつあり、養殖につなが

る新たなデータが蓄積されつつある。同時に若齢魚や未成魚の成長パフォーマンス、及び幼魚餌

料の適正たんぱく含量、飼料脂質量並びに炭水化物含量やそれらの相互作用、アミノ酸要求量等

の栄養要求等が明らかになりつつあり、親魚養成・養殖につながるデータが蓄積されつつある。

３－４　その他

３－４－１　仔稚魚の健康管理

　トルコ側の C／ P、中央水産研究所あるいは農業村落省（MARA）では、一部、全長 20mmま

での種苗生産の不調の原因を疾病と判断している傾向がある。このため、トルコ側では疾病対応

の獣医を配置し、病原性細菌・寄生虫の同定、各種薬剤・薬品による防除・予防措置を講じよう

としている。現在のところ、種苗生産の不調の原因がはっきりしないため、現場の消毒等予防措

置を講じることは大いに必要であるが、減耗要因をすべて疾病に結び付け、各種薬剤を使用する

傾向があることは強く慎むべきと考える。1998年度のスクーチカの寄生による大量減耗も寄生性

疾病といえるが、現段階では、基本的には種苗生産技術が確立されてないことに原因を求めるこ

とが妥当であろう。長期専門家のトルコ側への事情説明も必要である。

　一方、３－２－２の項でも述べたように、１年間施設を使用した場合、貯水槽等の汚れは予想

以上のものであり、細菌・寄生虫の発生の温床ともなりかねないことから、施設の十分な管理と

清掃を徹底し、考えられる減耗要因を極力排除すべきである。

３－４－２　放　流

　本プロジェクトの最終目標は黒海沿岸域において、水産養殖が発展することであるが、背景に

は黒海の水産資源の乱獲と海洋汚染による漁獲量の減少から、黒海カレイをはじめとする水産資

源の種苗放流による底上げも期待されていたものと考える。

　本プロジェクトとは別に、本種の人工種苗放流試験がトラブゾン水産研究所（現 中央水産研究

所）で1999年から５か年計画で実施されており、これまで8,000尾の稚魚が放流されている。こ

こでは予想以上の回収率が得られており、適応／成長は良好との結果も出ている。これまでの放

流結果から考察すると、①放流魚の移動範囲が予想以上に狭いこと、②再捕魚の成長から放流海

域の餌料環境は悪くないこと、③ 10cm以上の大型種苗で放流した場合、食害が少ないと考えら

れること、④当海域では小型魚で漁獲する漁業（不合理漁獲）が少ないこと、などから種苗放流

による資源増大も期待できる状況も考えられる。また、トルコ側からは本プロジェクトが資源回
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復の間接的な一助となるとの認識も寄せられている。

　しかしながら、現在の外部標識を施した大型種苗放流試験は、移動・回遊経路の把握、調査範

囲の特定など定性的な調査と位置づけられるもので、将来、安定的に人工種苗が生産され、大量

放流を行い大規模な放流事業につなげていく場合、回収率あるいは経済効果試算など定量的な調

査が必要であり、ここでの最も大きな課題はトルコにおける放流追跡調査体制の構築であろう。

回収率の推定には、水揚げされた放流魚と天然魚のモニターを必要とし、また、調査海域全域の

漁獲統計の把握が必要である。トルコには、組織だった組合組織がなく、また、水揚げ市場など

にしっかりした水揚げ統計や放流魚のモニター体制が期待できない現状では、定量的な放流効果

の把握は極めて困難なものと考えられる。放流事業を実施する場合、その効果を数値化して定量

的に評価する作業が必要であるが、その評価に至る調査体制が整備されない現状では、大規模な

放流事業を実施するには課題が大きいといわざるを得ない。

　なお、今後、トルコが独自で放流事業を行う場合、放流海域の天然資源の遺伝的特徴、資源量

等の把握に努め、これら放流海域の遺伝的多様性に配慮した種苗放流の考え方の導入を心がける

必要があろう。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

４－１－１　妥当性

　当プロジェクトのプロジェクト目標、上位目標のいずれも、トルコの開発方針に合致してお

り、妥当性は以下の理由から高いものと判断される。

（1）トルコ政府の第７次経済５か年計画（1996 ～ 2000 年）、及び第８次経済５か年計画

（2001～ 2005年）で水産業開発は国家開発計画の優先事項とされ、漁業の近代化、養殖及び

資源の管理・保全に重点を置いている。特に養殖業の開発は重視されており、民間及び外国

資本の投資促進のため、技術的、経済的な優遇措置も講じられている。よってトルコ政府の

開発政策に対するプロジェクトの上位目標は妥当と考えられる。

（2）プロジェクトの対象地域である、東部黒海沿岸地域は、同国の西部に比べると開発が遅

れている。トルコ政府は、産業振興を通じて東部黒海地域の発展を図り、国土のバランスの

とれた開発を実現し、所得格差の解消をめざしている。

（3）黒海カレイは、その魚種のもつ市場における経済性、嗜好性が高いことから、養殖につ

いての関心は高い。海洋汚染がこれ以上進展しないことを条件に、海洋汚染につながらない

養殖技術、及び経済性等が明らかになれば、養殖が発展する可能性は高い。

４－１－２　有効性

 　本プロジェクトの有効性は、中程度と評価される。プロジェクト目標の指標として、「プロジェ

クト終了時までに、体長 100mm 以上の稚魚を年間１万匹、安定的に生産できる」が設定されて

いる。種苗の生産量としては、水質の悪化した1999年を除いては、1998年：8,000尾、2000年：

２万 7,000 尾、2001 年：１万 4,000 尾の生産実績を達成しており、量的にはプロジェクトの目標

を達成しているものの、まだC／ Pが専門家の指導・助言なしに、独自で目標を達成できるまで

には達していないと判断される。また、仔稚魚の生残率がまだ十分でなく、養成親魚からの採

卵技術が確立されていないため、生産の効率性、安定性の点では、技術レベルは改善の余地があ

る。

　また、前項でも述べたが、取水施設の破損とこれによる鞭毛藻類の異常発生、温度管理システ

ム、浄化システムの故障が過去に発生している。これらに対する維持管理体制が不備であり、種

苗生産の安定性、効率性向上の阻害要因となっていることは、特に留意する必要がある。
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４－１－３　効率性

　本プロジェクトの効率性は、中程度であると判断される。

　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）にあげられている６つの成果のうち、仔稚魚

の生残率と、養成親魚からの採卵技術の確立に関しては未達である。しかし、他の成果について

の達成度は高いと判断される。　　

　投入については、日本側は、専門家の派遣、供与機材の投入、C／ P研修を、それぞれ、量、

時期とも適切に実施し、技術移転が円滑に行われていると判断する。機材の維持管理、活用状況

も特に問題はない。

　トルコ側の投入については、取水施設、種苗生産施設、実験室等が、同国の資金で建設、設置

されたほか、C／ Pが延べ８名配置された。問題点としては、当該取水システムと、これに続く

温度管理システム、浄化システムも含めた維持管理体制が構築されていないことである。　

　そのため、1999年度には、取水システムの故障により水質が悪化し、仔稚魚の全滅という事態

が発生した。

　C／ Pは、全員が日本での研修を終え、そのうち６名が定着しており、定着率は妥当と判断さ

れる。また、すべてのC／ Pがプロジェクトでの活動を通じて、種苗生産技術に関する知識、技

能が向上しているとの自覚を有しており、技術移転は順調に進んでいるものと判断する。ただ

し、プロジェクトリーダーに対する C ／ P である中央水産研究所の所長は、この５年間に延べ

10 回以上の交代を数え、プロジェクトの進捗に影響を与えたことは否定できない。

４－１－４　インパクト

　プロジェクトの効果については、正の効果が認められ、負の効果は現在のところ生じていない

ものと判断される。

（1）主な直接的効果

・上位目標である「実用段階のカレイ養殖技術の有効性が実証される」、あるいは、最終目

標である「黒海沿岸域において水産養殖が発展する」については、長期的な目標であり、

まだ達成されていないが、民間の養殖業者からの関心が高まっている。黒海カレイの種苗

生産や養殖に関する情報の提供、種苗の譲渡について問い合わせが行われている。

・プロジェクトでの活動を通じて、研究所と養殖業者、漁業組合との連携が強化された。

・プロジェクト開始後、C／ Pの勤務態度が真剣なものとなり、業務に積極的に取り組むよ

うになった。
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（2）主な間接的効果

・このプロジェクトや開所式、放流式がマスコミに取り上げられ、刊行物の発刊、ワーク

ショップ開催などの影響もあって、トラブゾン水産研究所の知名度が上がった。さらに、

黒海の研究所からトルコの水産技術開発の中心という意味で中央水産研究所に昇格した。

　現在のところ、負の効果は生じていないものと思われるが、今後、当該プロジェクトの技術が

普及するなかで、カレイ養殖による周辺水域の環境汚染の可能性を注意して見守っていく必要が

ある。

４－１－５　自立発展性

（1）組織・制度的側面

　組織・制度的な側面からの自立発展性は、現状では低いものと判断される。

　研究所の運営管理については、取水、温度管理、浄水施設の維持管理体制が確立されてい

ない。また、中央水産研究所の所長がプロジェクト開始以来、10回以上も交代していること

などもプロジェクトとの緊密な連携の確立に影響を与えている。　

　現在、トルコ側のプロジェクト管轄機関は農業村落省（MARA）の農業生産開発総局

（TUGEM）であるが、プロジェクト・サイト（中央水産研究所）は農業研究総局（TAGEM）

の管轄となっている。プロジェクト終了後はC／P及び資機材等はすべてTAGEMの管轄下

（研究所）になる予定であり、研究技術開発、養殖普及、及び資源添加等の活動を継続、又

は推進していくためには、TAGEMから活動に見合う予算の執行が必要となる。プロジェク

ト終了後の予算の確保、及び今後のプロジェクト活動とTAGEMとのかかわり方等を明確に

していく必要がある。

　また、研究所で開発された技術を、今後、民間の業者に普及していく必要がある。民間業

者による養殖を成功させる観点から、研究所が主体となって支援していく必要があるが、そ

の具体的な戦略がまだ策定されていない。

（2）財政的側面

　財政的な自立発展性は中程度と判断される。

　トルコ側は、これまでに、予算ベースでは、2,320億リラ（約2,300万円／2001年３月レー

トで換算）の投入を行っているとされ、被援助国としての予算確保の努力は、評価すべきも

のである。ただし、プロジェクト予算として確保されているものが、中央水産研究所の経費

として使用されている可能性があり、経理処理がプロジェクトと研究所の支出別に行われて

いないことから、正確にプロジェクトへの支出が把握できていない。
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　昨今の経済危機等の影響から、種苗生産施設運営管理のための光熱費だけでも研究所側に

とっては少なからず負担となっており、今後、基礎育成研究施設もできることから、ランニ

ングコストの確保が問題になってくる可能性があり、毎年確認していく必要がある。

　

（3）技術的側面

　技術的側面からの自立発展性は、以下の理由から高いものと評価される。

1） 過去２年間、生産目標達成を目標に活動を行ってきており、実務面の技術移転はか

なり進んだと思われる。C／ Pの研究者としての自覚、仕事に取り組む意識も高い。

2） 施設や実験室に据え付けの機材の維持管理に大きな問題はないと思われる。すなわ

ち、各研究者の担当範囲では、維持管理もきちんと行われている。ただし、共通の施

設である取水、温度管理、浄水施設については、これまで研究所としての対応が遅れ

ており、プロジェクトの進捗に支障を来している。

４－２　評価結果の総括

　本プロジェクトは、これまで養殖技術開発がなされていない黒海カレイの種苗生産を安定的に

行うことを目標に、1997年４月より現在まで行われてきた。日本側の長期、短期専門家の努力に

より技術移転は円滑に進み、トルコ側C／Pは技術的には、ほぼ自立できる水準に達したと判断

される。

　ただし、取水施設、温度管理施設、浄水施設などのインフラの改修、維持管理体制の構築、組

織制度の見直し、など可及的速やかに解決すべき課題が残されている。

　次に、評価５項目の結果を表に取りまとめて示す。
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評価５項目に基づく評価結果の要約

評価項目

効 率 性

有 効 性

効 　 果

妥 当 性

自立発展性

組織・制度

財 　 政

技 　 術

評　価

中 程 度

中 程 度

波及効果が
認められる

高 　 い

　

低 　 い

中 程 度

高 　 い

要　　　約

仔稚魚の生残率と養成親魚からの採卵技術に改善の余地がある。

種苗生産量は技術的にクリアしたが、生産の安定性に課題がある。

カレイの種苗生産技術に対して養殖業者から関心が高まっている。そ
の他、研究所の知名度が高まったなど。

国策との整合性、対象魚の市場価値の高さ。

研究所所長の交代や、監督総局との関連性の不明確さ、施設維持管理
体制の不備など。

今後の予算確保への懸念がある。

技術移転はほぼ完了したが、インフラの維持管理体制、普及活動など
の戦略をトルコ側が主体となって構築していく必要がある。
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第５章　提言及び教訓

５－１　提　言

　当プロジェクトの今後の運営等に関する提言をまとめてみると、以下のとおりとなる。

（1） 将来、当プロジェクトの上位目標「実用段階のカレイ養殖技術の有効性が実証される」及び

最終目標「黒海沿岸域において水産養殖が発展する」を達成するために、農業村落省（MARA）

は戦略を策定するとともに必要な行動をとること。これらの目標を達成するためには、当プロ

ジェクトで確立された技術を普及・研修等を通じて、より広く民間セクターに移転する必要が

ある。このためには、MARA等関係政府機関が普及戦略を策定し、かつ、それらに基づき普及・

研修等の活動を積極的に展開する必要がある。

（2） 取水、ろ過、温度調節等施設の効果的なメンテナンスを行うために、種苗生産施設管理

（Hatchery Management）担当のC／Pを配置すること。現在、取水等の施設はいくつかの問題

を抱え、十分には機能していない。このままの状態では、種苗生産に支障が生じる危険性が高

い。そこで、近々、施設管理の短期専門家を派遣し、その結果を基に当施設の改修を予定して

いるところである。そして、改修された施設のメンテナンスをしっかり行うことが、今後の種

苗生産活動を確実にするために必須である。

　しかるに、種苗生産施設管理を担当するC／Pは、これまでの本フェーズ期間中には配置さ

れておらず、施設の管理は実質的に作業員に任せた状態となっていた。今後は、当分野担当の

C／ P 配置が必要不可欠となる。

（3）C ／ P への技術移転は順調に進んでおり、現在の C ／ P の研究能力は非常に高いものと判

断される。しかし、研究分野間の壁が厚く、C／ P同士の交流や情報交換が不十分であるとみ

られる。プロジェクト目標を達成するうえで、研究分野間の交流や情報交換は重要である。今

後、専門家が中央水産研究所長等に働きかけ、交流・情報交換の場を定期的に設けるなどし

て、早急に研究分野間の壁を取り除く必要がある。

（4）施設やローカルコストの問題は、関係者及び関係機関の連携・調整不足から発生している部

分が大きい。日本側はプロジェクトリーダーが、相手側はプロジェクトマネージャー（中央水

産研究所所長）が中心となり、関係者及び関係機関に積極的に働きかけ、プロジェクトとして

の一体感を醸成していくべきである。しかしながらこれまで、双方ともリーダーシップにやや

欠ける面があった。今後、プロジェクトリーダー及びプロジェクトマネージャーはリーダー
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シップを発揮し、率先して関係者及び関係機関の連携体制構築に向けて取り組んでもらいた

い。

（5） 当プロジェクトにおける研究活動の成果を公表するために、定期的に技術報告書や学術論文

を発刊すること。

（6） 日本・トルコ双方とも、関係機関との調整を通じ、プロジェクト活動に必要な予算を確保す

ること。

（7） 日本・トルコ双方とも、プロジェクト予算の実績について詳細を報告すること。

（8）将来的には当プロジェクトの成果をベースとした第三国研修の可能性も検討する必要があ

る。既にトルコは黒海沿岸域の数か国と黒海協力（Black Sea Cooperation）を形成し、農業分

野等での技術協力を展開しているという。ただし、水産分野の協力はいまだ動き出してはおら

ず、当プロジェクトの成果がその端緒となれば意義は大きい。

（9）黒海沿岸域において、カレイの養殖を広く民間セクターに普及するためには、カレイの養

殖が経済的にフィージブルであるという成功事例をつくりあげ、普及・啓発に努めることが重

要である。しかし、一方、放流や養殖は現在でも環境汚染が問題となりつつある黒海沿岸域

に、更なる環境負荷を与えるリスクがある。将来、上位目標あるいは最終目標の達成に向け、

資源管理又は環境保全分野の協力も検討すべきである。

５－２　教　訓

（1）施設の維持管理は、技術移転を行ううえでの重要な前提条件であり、被援助国との間で施

設維持管理のもつ意味について、十分な合意形成を行ったうえでプロジェクトを実施していく

ことが必要である。

（2）複数の関係機関が存在する場合においては、連携体制を確立させ、緊密かつシステマティッ

クな調整及びコミュニケーションを図ることが重要であり、日本側のプロジェクトリーダーと

相手国側のプロジェクトマネージャーが中心的な役割を果たす必要がある。
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プロジェクト方式技術協力最終評価調査表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成日：平成 14年１月 18 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担　当：水産環境協力課　佐藤　吉洋

３．終了時評価調査表

プロジェクト名

相手国

協力期間

R／D（協定）

事業分野

技術協力分野

相手国実施機関

終了時評価調査団

（和）黒海水域増養殖開発計画

（英）The Fish Culture Development Project in The Black Sea

トルコ共和国

平成９年４月 16日より平成 14年４月 15 日の５年間

平成９年１月 17日

農林水産業

種苗生産・養殖技術開発

農業村落省（Ministry of Agriculture and Rural Affairs）

中央水産研究所（Central Fisheries Research Institute）

 （担当）　　　 （氏名）　　　　　 　　　（所　　属）

総括／団長　　宮川　秀樹　　国際協力事業団　森林・自然環境協力部

　　　　　　　　　　　　　　部長

種苗生産　　　多紀　保彦　　財団法人自然環境研究センター　理事

　　　　　　　　　　　　　　東京水産大学　名誉教授

育成技術　　　岩本　明雄　　社団法人日本栽培漁業協会

　　　　　　　　　　　　　　屋島事業場　場長

評価分析　　　東野　英昭　　株式会社レックス・インターナショナル

計画管理　　　佐藤　吉洋　　国際協力事業団　森林・自然環境協力部

　　　　　　　　　　　　　　水産環境協力課　職員
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終了評価調査実施日

プロジェクト・デザ

イン・マトリックス

（PDM）

活動計画書（PO）

平成 14年１月 13 日～ 26 日（14 日間）

添付省略

添付省略

Ⅰ．プロジェクトの経緯概要

（1）要請発出

（2）内容と背景

（要請内容と要請に

至った背景・対象地

域及びセクター現状

と相手国の開発政策

との関連等を記述）

１．要請の内容と背景

1994 年５月

　乱獲と水質汚染による漁獲量の減少から水産生産物の供給能力の悪

化を懸念したトルコ政府は、第６次経済５か年計画（1990～ 1994年）

において水産業開発を国家開発計画の優先事項とし、開発目標を下記

のとおり設定した。

（1）生産量の増加（7.7％／年）

（2）国内消費量の増加（7.5％／年、１人当たりの年間消費量 7.6kg か

ら 16.2kg）

（3）輸出の増加（12％／年）

　また、第７次経済５か年計画（1996～2000年）でも引き続き水産業

振興が政策課題に掲げられており、漁業の近代化、養殖及び資源の管

理・保全に重点を置いている。特に養殖業の開発は重視されており、民

間及び外国資本の投資促進のため、技術的、経済的な優遇措置も講じ

られている。さらに、東部黒海沿岸地域は、同国の西部に比べて開発

が遅れており、養殖業などの産業振興を通じて総合的な地域開発を進

め、住民の定着、所得の向上を図り、国家のバランスのとれた開発を

実現することが重要視されている。　　　　　　　　　　　　　　　

　このような状況の下、1994年５月、トルコ政府は黒海における有用

魚類の増養殖技術開発（種苗生産、増養殖技術開発、魚病、人工飼料

開発等）に関するプロジェクト方式技術協力を我が国に対し、要請し

てきた。
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（1）事前調査

①　調査内容

②　決定事項

（2）長期調査

①　 調査内容

②　決定事項

（3）実施協議調査

①　調査内容

２．協力実施のプロセス〈計画立案段階〉　

1995 年１月 13 日～ 27 日（15 日間）

　本件の要請に係る背景、要請内容並びにトルコ側の実施体制につい

て調査・確認するとともに、実施方針及び実施計画案についてトルコ

側関係者と協議を行った。

　トラブゾン水産研究所（現 中央水産研究所）にて重要対象魚種につ

いて種苗生産や育成にかかわる基礎的な手法の確立を目的とした５年

間のプロジェクト方式技術協力を行うことが決定されたが、協力活動

内容及び対象魚種については、トルコ側の多岐にわたる要請を更に詰

める必要性が残された。

1996 年９月 21 日～ 10 月 28 日（38 日間）

　トルコ側関係者と魚種の絞り込み、技術協力の内容・範囲の明確化、

長期専門家の受入体制及び担当業務内容（T／R）の確認、カウンター

パート（C／P）配置計画、及び機材選定準備等、討議議事録（R／D）

締結に向けての準備を行った。

主な確認事項：

（1）対象魚種はカレイ目魚類である、黒海カレイを中心に行う。

（2）黒海カレイの養殖に既に取り組んでいるロシアへの調査視察をプ

ロジェクト開始時期に行い、種の査定と養殖技術の現状について情

報を得る。

1997 年１月７日～ 21 日（15 日間）

　調査団は、農業村落省（MARA）・農業生産開発総局（TUGEM）及

びトラブゾン水産研究所関係者との間で、 実施協議議事録（R／D）及

び暫定実施計画（TSI）に関する協議を行い、双方合意のうえ、平成

９年１月17日、R／D及びTSIの署名を行った。また、トルコ側予算、

経費負担、施設整備、C／P、秘書の雇用等についても双方で確認した。
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②　 決定事項 　プロジェクト実施における両国の役割、プロジェクトの目標、成果、

活動内容、投入についての協議が行われた結果、ほぼ日本側が提示した

計画案どおりに活動が行われることが決定した。また、種苗生産施設は

トラブゾン水産研究所の現有施設を改修して使用することが決定した。

（1）協力期間：1997 年４月 16 日から５年間

（2）実施機関：農業村落省トラブゾン水産研究所

（3）プロジェクト上位目標：

　水産増養殖技術が黒海沿岸漁民に普及し、漁民の生活向上が図られ

る。

（4）プロジェクト目標：

　トラブゾン水産研究所のカレイ類を対象とした種苗生産、及び育成

技術を開発し、増養殖研究者の技術向上を図る。

（5）日本側協力体制

①　長期専門家４名：

　プロジェクトリーダー、業務調整、種苗生産、飼料開発、親魚

管理

＊プロジェクトリーダーは種苗生産、餌料開発、親魚管理のうち１

分野兼務

②　短期専門家：年間２～３名（必要に応じ）

③　研修員受入れ：年間２～３名

④　機材供与：水産養殖用資機材

（6）トルコ側協力体制

①　C ／ P ６名（各分野２名）

②　土地、建物及び施設

　専門家執務室、養殖研究施設（既存の種苗生産施設）

③　運営費

　プロジェクト運営に必要な経費（人件費、光熱費、機材及び施設

の維持管理費）
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協力対象分野の基本計画

　各分野の基本計画については、これまで行われた事前調査及び長期調

査の結果を踏まえ、黒海水域に生息するカレイ目魚類（カレイ、ヒラメ

類）のうち、黒海カレイ（Psetta maxima maeotica）を主な対象魚とし、

下記の４分野における協力を行うこととする。プロジェクトの活動は基

本的に既存の種苗生産施設を利用する。

（1）対象魚種の種苗生産手法に関する分野の協力

1） 対象魚種の識別に関する研究

2） 種苗生産に関する研究

3） 中間育成技術に関する開発

（2）対象魚種の適正餌料に関する分野の協力

1） 生物餌料培養に関する研究／開発

2） 配合飼料に関する基礎的研究

（3）対象魚種の親魚管理に関する分野の協力

1） 親魚の成熟に関する研究

2） 親魚の養成技術に関する開発

（4）対象魚種に対する適正養殖手法の基礎的研究に関する分野の協力

　

取水施設整備について

（1）日本側は 1997 年６月に施設設計の短期専門家を派遣し、海底地質

等の調査、当該施設の基本設計、資材調達調査及び工事費の見積りを

行う。

（2）トルコ側は 1997 年７月から８月に海水温の測定をし、取水の深さ

を決定するためのデータ収集を行う。日本側はこれらの調査結果に基

づき、取水施設の設計を行い、施工計画を策定する。工事費はトルコ

側負担を原則とするが、必要があれば、日本側の一部負担の可能性に

ついて双方で協議することとする。

②　 決定事項
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３．協力実施のプロセス〈実施段階〉

第１回プロジェクト

運営委員会

第２回プロジェクト

運営委員会

第３回プロジェクト

運営委員会

第４回プロジェクト

運営委員会

1997 年６月 27 日

　ロシア・ウクライナにおける黒海カレイ種苗生産・養殖実状視察報告

及び年間活動計画についての説明を行い、取水及び種苗生産施設設計・

工事の予定と経費負担について、日本側要望をトルコ側に説明した。ト

ルコ側からは、将来的に新種苗生産施設の建設を考えているとの表明が

あった。

1997 年７月 24 日

　トルコ側取水施設工事及び経費について説明があった。また新種苗生

産施設整備について経費計算をするうえで施工管理の短期専門家派遣時

に設計図を作成してもらえるよう JICAに要請文を提出する予定との説

明があった。

　

1997 年 10 月８日

　取水施設工事及び種苗生産施設整備に関する変更事項の確認をした。

また、基礎養殖研究施設の建設についての日本側の対応を説明した。ト

ルコ側からは、新種苗生産施設建設計画を取り下げるとの表明があっ

た。

1997 年 10 月 30 日

　プロジェクトの活動報告を行った。また、トルコ側に、プロジェクト

作業員の雇用確保及び機械・電気職人の増員要請を行った。また、トル

コ側は 1998 年度プロジェクト関係予算要求額について説明した。
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1998 年２月 28 日～３月 13日（14 日間）

　プロジェクトの進捗状況及び実施体制を確認し、課題を整理するとと

もに、５年間のプロジェクト全体活動計画、及び第１次・第２次の年度

詳細活動計画をプロジェクトチームと検討し、合同調整委員会において

双方の合意を取り付けた。

　第１回プロジェクト合同調整委員会（1998 年３月 10日）にて以下の

事項が議事録にて確認された。

１．プロジェクト活動の進捗状況

　プロジェクト開始時期が産卵期の終期であったため、受精卵を得る

ことができなかった。そこで、本格的種苗生産を行うための基本的知

見収集に努め、陸上タンクでの飼育可能性について確認した。また、

日本からの短期専門家の派遣、機材供与により、既存種苗生産施設の

改善を行った。なお、トルコ側負担の取水設備工事が遅れていたた

め、次期種苗生産時期までに完工するよう要請した。

２．５年間のプロジェクト全体活動計画

３．1997 年４月～ 1999 年４月の詳細活動計画

４．その他

（1）トルコ側からは養殖手法・技術開発の追加の要望があった。一

方、日本側は基礎的試験研究にとどめることが基本方針である旨を

説明し、結果、種苗生産技術開発の目処がついた時点で、合同委員

会において検討するということで合意した。

（2）トルコ側の要請した基礎養殖試験棟建設については、日本側が

短期専門家を派遣し、施設設計及び工事費の積算を行う。予算が不

足した場合、協議を行い、トルコ側と日本側の負担額を決定するこ

ととする。

（3）機械・電気関係職人の増員及び臨時雇用ワーカーの周年雇用を

トルコ側へ要請した。

計画打合せ調査

第１回プロジェクト

合同調整委員会

①　調査内容

②　決定事項
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第５回プロジェクト

運営委員会

第２回プロジェクト

合同調整委員会

第６回プロジェクト

運営委員会

第７回プロジェクト

運営委員会

1998 年 11 月 20 日

（1）プロジェクト活動の進捗状況

（2）種苗生産施設開所式について

（3）放流／資源管理プロジェクト設置に関する提言

1999 年２月 25 日

　1998年１～12月における活動の進捗状況及び1999年度活動方針案の

報告を行った。また、基礎育成研究施設に係る費用分担についての協議

を行った。また、トルコ側に改善事項を申し入れた。詳細は次のとおり。

１．活動実績

（1）平均全長 11mm の黒海カレイ仔稚魚２万 6,000 尾が生産され、

うち約 7,400 尾が平均全長 157mm まで成長した。

（2）生産した若年魚のうち、各2,000 尾を民間の養殖業者及び、海上

小割筏での育成試験（トルコ側独自のプロジェクト）に譲渡し、

2,200 尾を放流試験用とした。また、600 尾は親魚養成用とした。

２．1999 年度活動方針案

（1）黒海産カレイ目魚類の種の同定を行うためのフィールドガイド

の作成に重点を置く。

（2）設定可能な生産試験項目については数値目標を設定する。

３．基礎養殖試験に係る協議内容

　基礎養殖試験のための施設建設は日本側負担で行うが、予算が不足

する場合はトルコ側が建設費の一部を負担することとする。

４．トルコ側への申し入れ事項

（1）放流された黒海カレイの保護のため、禁漁区及び捕獲方法等の

規制が必要。防疫・管理総局の方で規制委員会に理解を求める。

（2）餌料開発分野にC／P１名を増員する。

1999 年６月 24 日

（1）プロジェクト活動の進捗状況

（2）基礎養殖研究施設建設について

1999 年９月９日

（1）プロジェクト活動の進捗状況

（2）取水パイプの修理

（3）基礎養殖研究施設トルコ側工事
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第８回プロジェクト

運営委員会

中間評価

第３回プロジェクト

合同調整委員会

①　調査内容

②　決定事項

1999 年 10 月 14 日

（1）PDM に基づくプロジェクト活動の評価

（2）C ／ P の異動について

1999 年 11 月 14 日～ 28 日（15 日間）

　R／D、TSI、及びPDMに基づき、トルコ側とプロジェクト活動の成

果を評価するとともに、プロジェクト後半の活動計画についての助言を

行った。また、第３回合同調整委員会において日本・トルコ双方で確認

を行った。

　第３回プロジェクト合同調整委員会（1999年11月24日）にて以下の

事項が確認された。

１．プロジェクト活動の進捗状況

（1）対象種である黒海カレイ（カルカン）の分類学上の位置づけが

明らかになった（Psetta maxima maeotica）。黒海及び周辺海域に棲

息するカレイ目魚類に関するフィールドガイドが完成した。

（2）1998 年度は約 7,600 尾の黒海カレイ（100mm）の生産に成功し

たものの、1999 年度は取水パイプの破損などのため、水温／水質

などのコントロールが十分できず、繊毛虫（スクーチカ）の寄生に

より稚魚を大量へい死させてしまった。飼育環境の管理及び疾病対

策が課題である。

（3）天然親魚を用いての人工授精試験では、目標の 100 万尾ふ化仔

魚を得る技術はほぼ達成された。天然親魚の生残、水槽内産卵誘発

が課題。

（4）餌／飼料の技術開発では、動／植物プランクトンの培養技術に

ついて目標密度が達成された。黒海カレイの体組成についての栄養

化学分析などを開始した。
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２．プロジェクト成果の評価

　種苗の安定生産といった観点からは、まだ技術的改善の余地はある

ものの、トルコ側の適切な政策的、財政的措置等がとられたこともあ

り、養殖技術はシステムとしてこれまでより顕著に進んでいること、

また、対象となる魚種の種苗生産はトルコにおいて、初めての試みで

あることから、ほぼ満足すべき水準である。

　したがって、後半の活動計画は大きな修正を行わず、当初計画どお

り「カレイ類の種苗生産技術の開発」をプロジェクト目標として活動

を行っていくべきである。

（1）短期的提言

1） 病理学分野の強化

2） 養殖経済分野の調査の必要

3） 飼育環境の急激な変化を防ぐための措置

4） 早急な取水施設の修理

5） ワーカーの安定的な確保

（2）長期的提言

1） トルコ側は、供与機材及び施設の保守管理について責任を

もって行うと同時に、効果的に使用する。

2） トルコ側は、養殖の普及による環境の悪化に注意を払う。

３．1999 年 11 月～ 2002 年４月の活動計画

（1）TSI 及び PDMに基づき、各分野での成果を達成するための活動

を行うとともに、マニュアルの作成を行う。

（2）育成試験を行うための施設を 2000 年３月末までに完成し、養殖

技術の基礎研究を行う。

（3）研究報告ジャーナル等の発刊による水産研究所としての役割強

化の足掛かりをつくる。

（4）プロジェクト成果の発表及び研究者の情報交換の場として、ワー

クショップを開催する。

1999 年 12 月 17 日

（1）プロジェクト活動方針、計画協議

（2）刊行物作成、ワークショップ準備委員会発足について

②　決定事項

第９回プロジェクト

運営委員会
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第10回プロジェクト

運営委員会

第11回プロジェクト

運営委員会

第４回プロジェクト

合同調整委員会

2000 年６月 30 日

（1）プロジェクト活動の進捗状況

（2）放流プロジェクト、網生け簀養殖プロジェクトとの連携

（3）生産期における夜勤配置依頼

（4）基礎養殖研究施設完工式について

2001 年１月 12 日

（1）プロジェクト活動成果の報告

（2）養殖経済性調査について

（3）陸上タンクでの養殖試験の必要性提起

2001 年２月 23 日

　1999年11月～2001年１月における活動の進捗状況、及びトルコ側と

行ったモニタリングに基づく成果と今後の課題についての報告をしたう

えで、2001年度活動計画についての確認を行った。また、中央水産研究

所の黒海カレイ生け簀養殖プロジェクトと放流プロジェクトの担当者か

ら進捗状況の報告と問題提起がなされた。

１．活動実績

（1）全長 100mm の黒海カレイ稚魚２万 7,000 尾が生産された（ふ化

率 37％、全長 20mm までの生残率７％、全長 20 ～ 100mm の生残

率 82％）。

（2）生産した若年魚のうち、現在までに 4,000 尾を民間の養殖業者

に譲渡し、4,000 尾を放流試験用とした。

２．2001 年度の活動

（1）PDM に基づく成果と課題の確認

1） 短期専門家派遣（養殖経済性調査、疾病対策、マニュアル作

成）

2） ワークショップ実施計画

３．その他

（1）陸上デモンストレーションタンクによる養殖試験の必要性が確

認された。そのため、農業研究総局（TAGEM）は 150 億リラ（約

２万 1,800 ドル）の予算措置をしたと発表した。
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第４回プロジェクト

合同調整委員会

（2）放流プロジェクトからは、試験段階から実施段階に向けての研

究者グループによる本格的な資源回復計画の必要性、漁民に対する

啓発活動の重要性が強調された。この事業に関する 2001 年度の

TAGEM の予算は 150 億リラ（約２万 1,800 ドル）。

４．トルコ側への申し入れ事項

　プロジェクト終了後の生産／研究活動の継続の重要性に触れ、運営

及び予算に関し、TUGEMとTAGEMで協議し、終了評価調査団派遣

時までに明確にする。

４．協力実施過程における特記事項

（1）実施中に当初計

画の変更はあった

か

（2 ）実施中にプロ

ジェクト実施体制

の変更はあったか

〔JICA による他の関

連事業、海外経済協

力基金（OECF）によ

る有償資金協力事

業、他国の援助機関

事業、国際機関事業

等について協力事業

名、事業内容、実施機

関等を記入〕

　前提条件に掲げた基礎養殖研究施設は、２年目の種苗生産の成功を

もって３年目に建設された。また排水処理施設については、基礎養殖研

究施設が完成後、汚染の度合いを調査したうえで必要であれば、トルコ

側負担にて設置することで 1999 年４月に合意された。

　C／Pは、当初、各分野２名ずつ計６名で計画どおりに配置されたが、

現在は合計８名となった。

　プロジェクト実施体制そのものには変更がなかったものの、トルコ側

組織の管理職の入れ替えが激しかった。例えば、プロジェクト実施機関

である中央水産研究所の所長は 11 回交代（３名）、中央省庁の総局長

４回交代（４名）、水産担当副局長９回交代（６名）、水産開発部長２回

交代（２名）であった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特になし。

５．他の援助事業との関連
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Ⅱ．計画達成度

（プロジェクトの計画内容がどこまで達成できたか、その度合いを「プロジェクトの要約」ごと

に把握し、「実績」の欄に記入）

プロジェクトの要約 指　標 実　績 外部条件

◎黒海沿岸の汚染が進行

しない。

◎普及活動が効果的に行

われる。

◎トルコ政府の水産開

発・地方開発に対する

支援が継続される。

◎対象カレイ類の経済的

価値が維持される。

◎ウイルス性疾病が侵入

しない。

◎異常気象に見舞われな

い。

◎研究所施設の維持管理

が実施される。

民間の業者からの問い合わせがある。

（1）全長 100mmの稚魚を

8,000尾生産（1998年）

２万7,000尾生産（2000年）

１万4,000尾生産（2001年）

（2）準備中

１．フィールドガイドが完成した。

２．種苗生産施設（Hatchery）における親魚飼育適

正水温は、 現存施設での飼育環境下では15℃以

下と推察された。餌に関しては、ビタミン剤を

添加した冷凍タラが、現時点では、栄養・生態

的な観点から最良と考えられた。

3-1. 全卵に対するふ化率：28％（1998年）、36％

（1999年）、29％（2000年）及び37％（2001年）。

凍結精液使用技術による授精能が証明された。

3-2. ホルモン処理による天然親魚の産卵誘発に成

功。〔人工飼育による２歳魚の一部親魚が産卵し

た（2000年）。しかし引き続き飼育した３歳魚は

産卵しなかった（2001年）。〕

4-1. ナンノクロロプシス、フェオダクチラム及び

ワムシの安定的培養に成功した。

4-2. フェオダクチラム及び高度不飽和酸強化オイ

ルが生物餌料の栄養強化に有効。仔魚の歩留り

を向上させるため、現地産オイルの利用効果を

調査中。

4-3. 生残率：５％（1998年）、 ８％（1999年）、７％

（2000年）及び４％（2001年）。

4-4. 生残率：35％（1998年）、０％（1999年）､82％

（2000年）及び82％（2001年）。

（1）養殖業者の数が増加する。

（2）養殖の生産量が増加する。

研究所で開発された技術を基

に、民間の養殖業者によって生

産された黒海カレイが市場に流

通する。

（1）プロジェクト終了時まで

に、体長100mm以上の稚魚

を年間１万尾、安定的に生産

できる。

（2）プロジェクト終了時までに

種苗生産全般に関するマ

ニュアルが作成される。

1-1. 第４年次までに養殖適種

が定まり研究が開始されて

いる。

1-2. フィールドガイドが作成

され関係者に利用されてい

る。

2-1. 水質、水温など飼育環境が

管理され、親魚が周年飼育さ

れる。

2-2. 水槽で養成された親魚か

ら採卵できる。

3 - 1 . 全卵に対するふ化率が

30％以上に達する。

3-2. 親魚の産卵誘発方法が確

立されている。

4-1. 十分量の生物餌料が安定

培養される。

4-2. 生物餌料の栄養強化法が

確立される。

4-3. ふ化仔魚から20mmまでの

生残率が10％以上。

4-4. 全長20から100mmまでの

稚魚の生残率が50％以上。

最終目標

黒海沿岸域において水

産養殖が発展する。

上位目標

実用段階のカレイ養殖

技術の有効性が実証さ

れる。

プロジェクト目標

カレイ類の種苗生産、

及び育成技術が開発さ

れる。

　

成　果

１．カレイ類の養殖適

種の選定が行われる。

２．親魚育成手法が開

発される。

３．採卵技術が開発さ

れる。

4. 仔稚魚の育成技術が

開発される。
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プロジェクトの要約 指　標 実　績 外部条件

５．未成魚までの中間

育成技術が開発され

る。

６．カウンターパート

の研究及びマネージ

メント能力が向上す

る。

活　動

０．プロジェクトの進

捗管理を行う。

0-1. プロジェクトの合

同調整委員会を設置

する。

1-1. 黒海カレイ目の分

類学的研究を行う。

1-2. 黒海／周辺海域の

カレイ目魚種の比較

検討を行う。

2-1. 天然親魚の生物学

的研究を行う。　

2-2. 成熟環境条件・養成

用餌料試験を実施す

る。

3-1. 人工授精試験を行

う。

3-2. 産卵誘発試験を実

施する。

4-1. 生物餌料植物培養

試験を行う。

4-2. 仔稚魚餌料研究を

実施する。

4-3. 仔稚魚飼育環境研

究を行う。

4-4. 仔稚魚健康管理を

行う。

5-1. 成長、生残に関する

試験を行う。

5-2. 未成魚までの栄養

要求試験を行う。

6-1. 国内外でのカウン

ターパート研修を行

う。

6-2. ワークショップを

開催する。

6-3. 研究誌を発刊する。

5-1. 未成魚までの生残パター

ンに関する基礎的なデータ

が得られる。

5-2. 未成魚までの基礎的な栄

養要求が明らかにされ、配合

飼料の開発が可能となる。

6-1. カウンターパートによる

研究論文が作成される。

6-2. カウンターパートが、主体

的にワークショップや研究

計画、実験立案に関与でき

る。

5-1. 適正な収容密度及び上限限界水温試験を継続

中。

5-2. 若年魚の、飼料たんぱく質、炭水化物、脂質

について適正要求量を調査中。

６．ワークショップでの発表、マニュアル作成、研

究ジャーナル発刊を準備する過程で論文作成を

実施。

◎トラブゾン水産研究所

の職員（カウンター

パート、作業員など）が

定着する。

◎供与機材が遅れずに到

着する。

◎施設が遅れずに建設さ

れる。

前提条件

◎トラブゾン水産研究所

の職員がプロジェクト

を受け入れる。

日本側

１．専門家派遣

2002年１月までの実績 長期：合計５ 名

（1）リーダー／親魚養成：１名

（2） 業務調整：１名

（3） 業務調整：２名

（4）餌料開発：１名

　2002年１月までの実績 短期：合計18 名

２．研修員受入れ

2002年１月までの実績：合計11名

３．機材供与

2002年1月までの実績：１億6,500万円

４．基礎育成研究施設建設のための特別

予算

2002年１月までの実績：3,050万円

５．ローカルコスト

2002年 1月までの実績：3,350万円

（1）プロジェクト運営費

　　2002年 1月までの実績：

3034万円

（2）技術交換費

　　2002年１月までの実績：96万円

（3）ワークショップ開催

　　2002年 1月までの実績：

220万円

投　　入

トルコ側

１．人員配置

（1）所長３名（交代10回）

（2）カウンターパート：

・親魚管理：２名

・餌／飼料開発：３名

・種苗生産：３名

（3）秘書：１名

（4）運転手：１名

（5）作業員：10名

２．施設・設備

取水施設

種苗生産施設

実験室等

３．ローカルコスト

（1）人件費

（2）プロジェクト運営費

（3）施設・設備の整備及び修理費

施設・設備及びローカルコスト

の合計額：約１億800万円
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Ⅲ．評価結果要約

１．目標達成度

（プロジェクトの「成果」が、「プロジェクト目標」の達成にどれだけつながるか、その見込みを

検討）

（1）プロジェクトの各「成果」 が 「プジェクト目標」達成につながったその度合い

成果の達成度

　プロジェクト期間中、４回行った種苗生産のうち３回について､当初の生産目標（全長

100mm：１万尾）が､ほぼ達成された。しかしながら､「成果」との関連で検討すると、飼育例

による生残率の振れが大きく､目標値（全長 20mmで 10％）を達成できなかったことから､安

定的な種苗生産技術が確立したと結論づけるには時期尚早である。また､基礎的な養殖データ

の集積についても､施設の完成が遅れた等の理由から十分な知見が集積されたとは考えない。

　今後､本種の養殖を普及していくためには､次の４点が課題としてあげられる。

①　養成親魚からの採卵と安定した受精卵の確保

②　種苗生産技術の確立（全長 20mm までの生残率の向上）

③　経済性調査結果に基づき､20 か月で１ kg の成長が見込まれる配合飼料の開発

④　養殖システムの開発

　以下、過去 4.5 か年の達成状況を下記に示す。

（1）対象魚である黒海カレイの分類学上の位置づけが明らかになった（Pse t t a  max ima

maeotica）。

（2）黒海及びトルコ周辺海域､12 種のカレイ目魚類の経済性、嗜好性等を比較検討し、黒海

カレイが養殖最適種であると結論された。

（3）現存の施設環境下での親魚の飼育環境：飼育適水温及び餌料条件が明らかになり、周年

飼育が可能となった。

（4）天然親魚からの人工採卵技術が､ほぼ確立し､十分な受精卵、ふ化仔魚が確保された。し

かし養成親魚からの受精卵の確保には至らなかった。

（5）動・植物プランクトンは安定的に十分量が培養された。

（6）仔稚魚飼育技術に関しては、特にふ化仔魚から全長20mmまでの歩留りが低く､むらがあ

ることから、更に技術開発が必要である。

（7）幼魚、若年魚、未成魚の基礎的飼育データが得られつつある。

（8）黒海カレイの基礎栄養要求が明らかになりつつある。
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成果１：カレイ類の養殖適種の選定が行われる。

（1）対象魚種の黒海カレイは、イボ様鱗の発達程度に様々なタイプがあり、大きく

Atlantic turbot 及び Black Sea turbot に分けられた。調査の結果、これらは同一種で

あり、Psetta maxima maeotica とすることが妥当であることが明らかになった。

（2）黒海及び周辺海域から 12 種のカレイ目魚類を収集し、商品サイズ、市場におけ

る経済性、嗜好性、及び出現状況等を勘案した結果、黒海カレイが養殖最適種であ

ると結論づけられた。

（3）フィールドガイドが刊行された。

成果２：親魚育成手法が開発される。

（1）トラブゾン沿岸海域の黒海カレイの回遊分布、産卵生態及び成長が明らかになっ

た。

（2）親魚の飼育環境は、現存の施設環境下では 15℃以下が最適と推察された。

（3）餌については、栄養学的・生態学的見地から、冷凍タラが最良と推察された。

成果３：採卵技術が開発される。

（1）天然親魚からの採卵・人工授精技術はほぼ開発された。この結果、搾出全卵に

対するふ化率は、４年間を通じ、ほぼ安定的に目標値（30％以上）に達し、年間170～

230 万尾のふ化仔魚が得られた。

（2）精液の凍結保存技術が確立し､試験レベルでは良好な結果を得た。

（3）天然親魚に対する産卵誘発技術が開発された。

成果４：仔稚魚の育成技術が開発される。

（1）十分量のナンノクロロプシス、フェオダクチラム、ワムシが安定的に生産・維持

された。

（2）ワムシ及びアルテミアの栄養強化剤として、フェオダクチラム及び高度不飽和

酸強化油脂が有効であることが分かった。

（3）ふ化仔魚から全長 20mm までの生残率は、４～８％を推移し、目標値（10％以

上）には到達できなかった。

（4）全長 20 ～ 100mm までの生残率は、35 ～ 82％であったものの､この２年間は目

標値（50％以上）を超える80％以上の生残率を達成した。
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成果５：未成魚までの中間育成技術が開発される。

（1）当歳魚の飼育上限水温は､26℃以上と推察された。

（2）２歳魚の養殖適温は､飼育水温が 24℃を超えると減耗は起こらないものの､摂餌

不良に伴う成長の停滞が観察されることから､24℃以下と推察した。

（3）栄養要求が解明されつつある。

成果６：カウンターパートの研究及びマネージメント能力が向上する。

　本邦での技術研修、ワークショップの発表準備、マニュアル作成準備等を通じて、

研究開発及びマネージメント能力の向上がうかがえる。

プロジェクト目標達成につながるのを阻害した要因

　過去４回の生産機会中、取水施設が破損（1999年、2001年）、鞭毛藻類の異常発生（2001年）、

生産施設における加温システムの故障及びフィルターシステムの能力低下（2001年）により、

種苗の生産に支障を来した。

（2）プロジェクトの各活動が成果につながったその度合い

1） カレイ類の分類学的研究及び対象カレイ類の選定結果から、フィールドガイドが取りまと

められ、黒海カレイを含む黒海に棲息するカレイ目魚類の識別が容易になった。

2） 黒海カレイの生物学的研究により、①産卵盛期（GSI調査で４～５月）②分布と移動パター

ン（水深５～ 70 ｍ、８～ 26.4℃の広水温域に生息し、産卵期に浅場に移動）③天然での成長

等の基礎的な生態学的な知見が得られ、天然親魚からの受精卵の確保や親魚養成に役立つ環境

条件等の予想が立てやすくなった。

3） 成熟環境・餌料条件を養成魚を用いて飼育・観察調査した結果、①飼育環境下では、２歳

魚までは、天然水域と同様の広水温域で飼育が可能であるが、３歳魚や４歳魚では、夏場の突

発的な水温躍増による水温変動からのストレスを受けやすく、15℃以下が適していること②基

本餌料の冷凍タラにビタミン混合を添加した餌が、現時点では栄養・生態的見地から最良、等

の知見が得られ、周年飼育が可能となった。一方、③産卵水温に関しては、飼育環境下では、

養成３歳魚の産卵から水温 14℃と推測されたが、翌年（４歳魚）は産卵しなかった。環境操

作、栄養面、ホルモン面を再検討し、雌の生殖腺の発達を阻害する要因の究明が今後の課題

（雄は問題なし）。④循環ろ過槽を使用しての飼育技術開発は､寄生虫対策が今後の課題として

残された。

4） 天然親魚を用いて人工催熟試験や採卵誘発試験を行った結果、①量的に、また受精率の高

い卵を確保するためには、成熟過程魚の使用が望ましいこと②産卵誘発にホルモン処理が有効

であること③人工授精に凍結精子の利用も有効、等の知見が得られ、天然親魚から安定的なふ

化率を伴う仔魚の生産（年間平均 194 万尾）が可能となった。
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5） 種苗生産にかかわる生物餌料の培養、仔稚魚の栄養評価／飼育環境／健康管理に関する活

動を通じて：

①　動・植物プランクトンの安定的な培養が可能となり、十分量が生産可能となった。

②　体色異常魚の出現頻度（白化率）､生残率から、フェオダクチラムや高度不飽和酸強化油

脂が、ワムシとアルテミアの栄養強化に有効と判明した。白化率は､実験レベルでは５％

以下に低下。

③　全長 20mmまでの生残率については、飼育環境（特に水温、換水量）、餌料系列、疾病

対策等が検討されたが、目標の 10％に達しなかった。初期飼育での水温変動が歩留りに

影響を与えている可能性が高く、厳格な施設管理の遂行と栄養面／病理面／環境面の精査

が必要と察せられる。

④　全長20～ 100mmの生残率は、繊毛虫対策が講ぜられたこと､アルテミアの栄養強化を

徹底したことから､この２年間、80％以上の結果が得られており、生残率に関しては目標

が達成された。飼育水温は27℃でもへい死は観察されなかった。最適飼育密度及び飼育

上限限界水温の把握が今後の課題である。

6） 養殖システム／成長パフォーマンス及び若年魚・未成魚の栄養要求等の試験を行ってきた

が、養殖システム／成長パフォーマンス試験は、施設上の問題（重油の質に起因したボイラー

故障等）から、データの精度が劣る。現在、成長段階ごとに最適飼育密度と飼育上限水温の調

査を実施中。一方、若年魚・未成魚の栄養要求試験は、ほぼ順調に行われ基礎データが集積さ

れてきた。最適な飼料たんぱく含量､炭水化物が利用可能であることが判明し､各種脂質の栄養

価が明らかになりつつある。コストパフォーマンスに優れた餌を開発していくうえで､今後、

更に適正な飼料たんぱく含量、 飼料脂質量、炭水化物含量との相互作用、そしてアミノ酸要求

量の把握等､精査が必要と思われる。

7） C／ Pの本邦での技術研修及び現場での活動を通じて、技量の向上が認められる。また、

ワークショップでの発表やマニュアル作成を通じて資質の向上を図ってきた。自ら実験計画を

作成する能力は、全員とはいかないが、数名に著しい能力の向上が認められた。
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活動 1-1：黒海カレイ目の分類学的研究

（1）尼岡邦夫短期専門家（北海道大学）の指導により、トルコ沿岸水域に出現する

カレイ類を同定し、12種を識別した。さらに調査結果を基にフィールドガイドを作

成した（尼岡、et al, 2001. Special Publication No.1., CFRI and JICA）。

（2）得られた標本を海域別あるいはイボのタイプ別に分類した結果、黒海カレイ

Black Sea turbotとAzov turbot（ロシアのアゾブ海に生息）は大西洋カレイ（Atlantic

turbot）と同種と推論された。この裏づけ調査として遺伝学的な側面からの検討も行

われた。　

活動 1-2：黒海／周辺海域のカレイ目魚種の比較検討

（1）黒海及びその周辺海域に生息するカレイ目魚類、12 種について、商品サイズ、

市場における経済性、嗜好性、及び出現状況等の比較検討を行った。この結果、黒

海カレイが養殖適種であることが示唆された。　　

活動 2-1：天然親魚の生物学的研究

（1）天然親魚の回遊分布、成熟過程等の産卵生態調査が行われた。天然水域での黒

海カレイは水深５～70ｍ、８～26.4℃の広水温域に生息し、４～６月のみ水深20ｍ

以浅の沿岸域に密に分布することから、この接岸の様子は産卵のためと推察され

（投稿準備中）、また雌の成熟盛期はGSIを基に４～５月であること、雄の成熟は雌

より１～２か月早い等､産卵生態学的な基礎的な情報が得られた。

（2）大野淳短期専門家（東京水産大学）の指導の下に、天然魚の成長が明らかになっ

た（TrJAFS 受理、2001 年）。　

活動 2-2：成熟環境・養成用餌料条件

（1）水深 45 ｍからのろ過水を飼育水として使用し、現行施設での飼育条件下で人工

養成魚の２歳魚、３歳魚及び４歳魚の飼育観察から夏期の適飼育水温を推定した。

２歳魚では、急激な水温上昇を伴う水温躍増が頻繁に出現（15 ～ 25℃）したが、

越夏は比較的容易と察せられた。一方、３歳魚及び４歳魚については、水温が夏期

の低水温域（15℃付近）から高温域に変化すると、呼吸数が増加するなど、明らか

に水温差によるストレスが観察されたことから、適飼育水温は15℃以下と推察され

た。

活動の状況
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（2）夏期以外の水温域における飼育に関しては、魚の摂餌状態も良く、へい死等の

問題も軽減した。

（3）天然親魚の飼育は、捕獲時におけるストレスが大きく、養成魚に比べるとへい

死率が高いため、養成親魚とするに不適当と判断した。

（4）養成３歳魚から４歳魚にかけては､冷凍タラを週３回､飽食投餌することで､年間

約 800ｇの増重が観察された。

（5）人工養成魚の生殖腺成熟は､雄については､２歳未満の一部（人工養成魚）で観

察された｡雌については､2000年度に養成３歳魚の一部で自然産卵が観察されたが､

2001年度は､観察されなかった。受精卵を安定して確保するためには、人工養成魚

からの採卵が不可欠であることから、更に環境制御／栄養面での検討が必要と思わ

れる。

（6）養成魚の雌雄の成長差は、平均体重1.2kg及び1.8kgの時点で認められなかった。

活動 3-1：人工授精試験

  天然魚を用いて人工授精技術開発を行った。その結果を下記に示す。

（1）搾出卵に対する 30％以上の平均ふ化率（目標値）は、隔年ごとに若干の変動は

あるものの、1998 年には 28％、1999 年 36％、2000 年 29％、2001 年 37％と、ほぼ

安定的に目標値に達した。更なる受精率の向上をめざすに、凍結精液の授精能の優

秀性から、希釈液の添加が有効と考えられた。

（2）成熟魚と成熟過程魚の採卵量と授精能を比べたところ、ホルモン処理による成

熟過程魚の方が、成熟魚に比べ、量的にも、また受精率においても優れていること

が判明した。

（3）生態調査の結果から､本種は GSI の年変動から雄先成熟であることが判明し､産

卵期に生鮮精液が不足する懸念が生じた。このため凍結精子保存技術の開発を行っ

た。また､凍結精液の授精能が生鮮精液より優る成果が得られること､凍結精液を使

用した際､稚魚の生残が生鮮精液を使用したときと比べ優れていることなどが判明

した。

（4）卵発生の経過を観察した。受精卵は１個の油球をもつ透明分離浮遊卵で､卵径は

約 1.2mm。水温14～ 15℃の管理下では、４細胞期は受精３時間後に出現し、ふ化

は受精後約107時間から始まる｡ふ化直後の仔魚の大きさは平均全長2.5mmである

ことが分かった。
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（5）ふ化仔魚の生産数は、1998 年には 188 万尾、1999 年 165 万尾、2000 年 197 万

尾、2001 年 226 万尾で平均 194 万尾／年であった。

活動 3-2：採卵誘発試験

（1）成熟過程の天然親魚の雌にLHRH-a、また雄にはHCGとシロサケの脳下垂体等

のホルモン処理を施すことにより、産卵が誘発されるとともに、卵や精液を量的に

生産できる効果があることが分かった（人工採卵全般についてワークショップで発

表予定）。

活動 4-1：生物餌料植物培養試験

（1）動・植物プランクトンの培養技術について、目標密度（ナンノクロロプシス：

2,000 万細胞／ ml；ワムシ：200 個体／ ml）が安定的に達成された。

（2）大野淳短期専門家（東京水産大学）の指導の下に、トラブゾン周辺水域に生息

する動物プランクトンの組成と季節的遷移が調査され、黒海カレイのふ化仔魚への

餌料価値が高いと思われるアカルチャ属２種が棲息することが明らかになった。し

かしながら黒海カレイの種苗生産がワムシ、アルテミアと配合飼料の餌料系列で可

能なこと､アカルチャが十分量､確保できないことから生産に使用されることはな

かった。

活動 4-2：仔稚魚餌料研究

（1）有眼側の体色異常魚（白化魚）の出現頻度､生残率並びに成長から、ワムシ、ア

ルテミアとも栄養強化の必要性が認められた。栄養強化餌料としてフェオダクチラ

ム、あるいは高度脂肪酸強化油脂の使用が必須であることが確認された。しかしな

がら、フェオダクチラムについては培養状況によって栄養価が変動することが示唆

され､工業製品を主体とした栄養強化剤の利用が得策と考えられた。現地産油脂を

原料とした栄養強化剤を試作し稚魚の歩留り向上試験に着手した。
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活動 4-3：仔稚魚飼育環境

（1）基本的な餌料系列：ワムシ（日齢３～ 20）、アルテミア（日齢 10 ～ 45）、配合

飼料（日齢 20 ～）（1998 ～ 1999 年）、あるいはワムシ（日齢３～ 25）、アルテミ

アＮ（日齢 12 ～ 17 or 21）、強化アルテミア（日齢 15 or 19 ～ 45）、配合飼料（日

齢 20 ～）（2000 ～ 2001 年）を各々､給餌し飼育した結果、全長 20mmまでの生残

率（目標 10％以上）は、５％（1998 年）、８％（1999 年）、７％（2000 年）及び

４％（2001 年）であった。ただし 1999 年については､全長 17mm以降大量へい死

が進行し全長35mmで全滅したことから､厳密には生残率を０％ととらえるのが妥

当と考える｡他方、全長 20 ～ 100mm までの生残率（目標 50％以上）は、35％

（1998 年）、０％（1999 年）､82％（2000 年）及び 82％（2001 年）であった。全長

20mmまでの生残率の安定化を図るために、更に栄養面、病理面及び生態面からの

精査が必要と察せられる。また厳密な施設管理も歩留り向上の重要な要因と考えら

れた。

（2）小型水槽を用いて初期飼育適正水温を検討した結果、水温 21℃区の成長、生残

とも 15、18℃区に比べ有意に良好であることが判明した。この結果を受け、生産

槽において試験を行った結果、全長20mmまで生残した水槽群の設定水温は10例

中８例が 21℃であり、生残においては、小型水槽における試験結果がほぼ裏づけ

られた。ただし、初期飼育水温については、性比や奇形率に影響を与える可能性が

あることから、適正飼育水温の把握は今後とも慎重に検討していく必要がある。

（3）飢餓ワムシの飼育槽内滞留を防ぐため、飼育初期から換水率を300～ 350％／日

の流水換水方式とすることにより、大量へい死を招く確率が少なくなることが観察

された。

（4）飼育水温の変動幅の大きい水槽で初期減耗が大きかったことから、飼育初期の

厳密な温度管理が必須と再確認された。

（5）全長 30 mm 以降の稚魚については､水温 24 ～ 26℃で飼育したところ､へい死は

ほとんど観察されず､成長・飼料効率の低下も認められなかった（2001 年）。これ

らの種苗は、その後の飼育においても順調に生育したことから､稚魚の飼育水温は､

26℃までは問題が認められない｡すなわち､既往の文献の記述とは異なっていた｡
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活動 4-4：仔稚魚健康管理

（1）生産施設場外からの病原菌等の侵入を防ぐため、生産現場の各所に足を消毒す

る滅菌箱を設けた（1997 年）。

（2）生産期間中は随時､飼育仔稚魚の圧辺標本を作成した。魚体内・外部に長桿菌、

原生動物（主に繊毛虫）等が観察された際には、抗生物質等による薬浴を慣行し、

生産の安定化を図った（2000 年）。

（3）繊毛虫（スクーチカ）の主要感染経路として当初､培養ワムシが疑われたことか

ら、2001 年は同一水槽内でのワムシ培養期間の短縮、収穫後のワムシ洗浄方法の

改善、栄養強化中の二酸化塩素浴などを行った。これらが功を奏したのか､日々の

検鏡､培養試験において､ワムシからスクーチカが検出されることはなかった。

（4）給水及びふ化管理中の死卵がスクーチカの感染源として確認された。対策とし

て、飼育水槽底面の掃除を徹底し、水槽底面から採取したデトリタスを検鏡するこ

とで、スクーチカ感染症による大量へい死を未然に防ぐことができた（2001年）。

（5）スクーチカのみならず、ふだん無害な線虫等についても､仔・稚魚の活力が低

下すると寄生し、大量へい死を引き起こすことが認められた。

（6）抗生物質、ホルマリン、硫酸銅の代替品として、二酸化塩素を使用し４％の生

残率（40mmTL）を得た。今後､飼育例数を増やし、二酸化塩素の有効性を確認す

るなど、現行の投薬方法についても再検討を行っていく必要性が察せられた。

（7）野村哲一（さけ・ます資源管理センター）、山崎隆義（元長野県水産試験場）短

期専門家により、細菌性疾病等に対する基本的な対処技術が移転された。

活動 5-1：成長、生残に関する試験

（1）河野博、茂木正人短期専門家（東京水産大学）の指導の下、仔稚魚の形態的発

達について研究が行われ、眼の有眼側への移動はふ化後 30日目から始まり、眼が

有眼側へ完全移行した稚魚は、ふ化後50日目ごろから出現すること等が明らかに

なった（２編：日水誌及び TrJFAS 受理 2001 年、１編：投稿準備中）。

（2）中間育成時（50mmTL サイズ）の適正収容密度を検討した結果、成長、餌料効

率とも設定密度が高くなるほど良好な成績を示し、本邦におけるヒラメ養殖以上に

密養殖が可能と推察された。さらに成長段階別に適正収容密度、水温上限限界調査

を継続中。
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活動 5-2：未成魚までの栄養要求試験　　　

　コストパフォーマンスの高い配合飼料の開発を前提とし､栄養要求を解明中。

（1）黒海に生息する４種類の魚類（タラ､ハゼ､カタクチイワシ､アジ）について､

黒海カレイに対する餌料栄養価を調べた。この結果､タラの栄養価が最も高いと

判明した。飼料開発を行っていくうえで、タラを基準餌料とすることとした。一

方､安価な冷凍カタクチイワシについては､栄養価はタラと比べ劣るものの､低水

温期に限定すればビタミンを強化することなく２か月以上の連続投餌が可能であ

ることが判明した。

（2）数種の基本精製飼料を検討し､摂餌促進物質としてはアラニン､イノシンが有

効であること、飼料の至適pHが7.2～ 7.4と比較的高いことが判明した。また､

精製飼料のたんぱく源として、精製タラたんぱくの添加が有効であることが確認

された。

（3）黒海カレイにおける各種脂質の栄養価（予備試験）を調べたところ、地場産

のカタクチイワシオイルの有望性が認められた（再試験中）。

（4）高水温期（平均水温 24.2℃）における稚魚の至適飼料たんぱくレベルは飼料

炭水化物（β - スターチ）15％のとき､55％付近と推察された。

（5）炭水化物源としてはβ型スターチの栄養価がα型スターチに比べ高いことが

判明した。

（6）これまで得られた知見に基づき､高品位配合飼料（全長 20mm 以降）を試作

したところ､良好な成績が得られた（餌料効率 247％）。

（7）石川学短期専門家（鹿児島大学）の指導で、脂肪酸分析に必要なガスクロマ

トグラフの分析操作技術が移転された。

活動 6-1：国内・外でのカウンターパート研修

（1）計 11 名の C ／ P が本邦にて技術研修（主に種苗生産分野）を受講した。

（2）短期専門家の指導により、C／Pそれぞれの専門技術分野の技能向上が図られた。

活動 6-2：ワークショップの開催

（1）ワークショップでの発表やマニュアル作成による成果発表の場を設けた。

活動 6-3：研究誌の発刊

（1）ニュースレター／研究雑誌の発刊にかかわることで、研究者としての意識の向

上とともに、水産研究所としての役割を強化するのに貢献した。
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成果につながるのを阻害した要因

（1）プロジェクトマスタープランでは３年目前期から基礎的養殖手法の研究が実施される予定で

あったが、基礎育成棟の着工が３年目の後期となったため、本格的な試験は４年目を迎えてか

ら実施せざるを得なかった｡このため、養殖に必要な基礎データが十分に集積されていない。

（2）1999 年２月の大波等の異常気象により取水施設が破損し、水温、水質のコントロールが十

分にできなかった。特に仔稚魚飼育や親魚飼育の環境管理に少なからず悪影響を及ぼした。

（3）2001 年の産卵期に予期せぬ鞭毛藻類の発生により海水のろ過精度が著しく低下し、生産に

支障を来した。

（4）劣悪な重油が災いしてボイラーが故障したり､温度コントロール弁が故障したりした。こ

のため十分な温度管理ができず、生産に悪影響を及ぼす等、育成試験の精度低下を招いた

（2000～2001年）。

２．効　果

（プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的なプラス・マイナス効果を検討）

効果の広がり

（1）直接的効果

（「プロジェクト目

標」レベル）

（2）間接的効果

（「上位目標」レベ

ル）

効果の内容（制度、技術、経済、社会文化、環境面での効果）

　養殖業者から黒海カレイの種苗生産や養殖に関する情報の提供、指

導、種苗の譲渡等について十数件の問合せが寄せられた。養殖新魚種と

して､黒海カレイ養殖に対する期待が大きいことから、新事業への投資

を考えている事業家からの問合せも少なくない。また、経済性調査実施

（2001年２～３月）以降、３～４軒の養殖業者から種苗生産や育成に関

する技術研修の申し込みがあったが、研究所側の受入体制が不十分で

あったことから実現に至らなかった。

（1）研究所側は、養殖業者からの黒海カレイ養殖希望を受け、養殖経験

歴や施設の内容等を調査したうえで、成長データ等の入手を条件に試験

的に種苗を譲渡してきた（2000年までに合計約１万2,000尾）。しかし、

黒海沿岸のオルドュ県からリゼ県にわたる数件の網生け簀養殖からは、

夏場の海水温の上昇により（28～33℃が１週間続いた時点で）、全滅し

たとのことである。研究所で実施している簡易陸上水槽（27℃）では順

調でへい死が認められなかったことから、陸上タンクでの養殖が水温の

観点から、現実的との結論に至った。また、チャナッカレの業者による

循環閉鎖システムによる養殖は、成長こそ遅いものの、へい死も少なく

継続中との報告がきている。
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効果の広がり

（2）間接的効果

（「上位目標」レベ

ル）

効果の内容（制度、技術、経済、社会文化、環境面での効果）

（2）黒海カレイを用いたトルコで初めての放流試験が、研究所により

1999年以来５年計画で実施されており、これまでに合計8,000尾の稚魚

が放流された。約1,000 日後に 51cm、2,440ｇに成長した成魚が捕獲さ

れており、適応／成長は良好との結果も出ている。資源回復の観点から

も当プロジェクトが間接的な一助となっていると認識されており、トル

コ側も結果を注目している。ただし、回収率が正確に把握できていない

などから、大規模な放流事業につなげていくには課題も多い。

（3）2001年 11月に実施されたワークショップでは、これまで当プロジェ

クトで集積された知見を養殖業者と共有でき、今後の養殖振興の端緒と

なったものと考える。

３．効率性

　（プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握し、手法、方法、費用、期間

等の適切度を検討）

（1） 投入のタイミングの妥当性

（日本側）

・専門家の派遣

・機材の供与

　長期専門家５名、短期専門家延べ 18 名がほぼ計画どおりに派遣され

た。ただし、施設関連短期専門家については、工事の遅延等のため､完

工検査が十分に行えず､引き渡し後も様々な問題が生じた。６か月後、あ

るいは１年後に再度派遣をし、問題解決を図ってもらう方法もあったと

考える。

　５年間で総額約１億6,440万円の機材供与（種苗生産施設改善のため

の供与機材費1,250 万円を含む）を行うとともに、これとは別に、プロ

ジェクト開始３年目には、プロジェクト基盤整備費3,050万円を用いて

基礎育成研究施設が完成した。

　早い時期に、車両、コピー機などが現地調達で確保できたこと、また、

本邦調達についても顕微鏡関係機材、及び精液保存関連機材が早期調達

できたことは、初年度のプロジェクトの活動を円滑に進めるうえで大変

役立った。
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　プロジェクト開始２年目までに、施設及び必要機材のほとんどが投入

できるような方法が好ましい。「先に予算ありき」の見直しも必要。

　また、基礎育成研究施設については、３年目を待たずに、当初から種

苗生産施設と併合のうえ、全体として施設設計及び機材の投入をした方

が有効であったといえる。

　計11名の研修員の受入れを行った。受入れのタイミングはほぼ妥当な

ものであった。

　総額約3,350万円の現地業務費が投入された（ロシア・ウクライナ黒

海カレイ種苗生産視察調査のための技術交換費約96万円、特別セミナー

開催費222万円を含む）。投入時期は妥当であり、ほぼ計画どおり支出さ

れた。

　初年度の技術交換費によるロシア・ウクライナの黒海カレイ種苗生産

視察調査は、その後、黒海カレイ同定のための比較標本としてアゾフカ

ルカンを収集する際にロシアの技術者から協力が得られ、トルコとロシ

アの協力関係を築くきっかけにもなった。

1） トルコ側負担の取水工事については、1998 年度生産期に間に合うよ

うに完工する予定で、1997 年 10 月 23 日に入札が行われたが、当初計

画から約半年遅れの翌年７月末に完成度 90％の引き渡しとなった。ト

ルコ側の請負業者、及び公共事業局の担当者の責任がきちんと追求され

なかったことが問題だが、施工管理を行うための短期専門家の派遣期間

中（1998年１月12日～３月６日）に工事が終了しなかったため、点検・

調整がきちんとされないまま使用せざるを得ない状況となった。その後

もろ過システム、取水量などに問題が残り、何度か改修が必要となっ

た。

2） 基礎育成研究施設については、日本側の施設機材投入の前に、トル

コ側が旧冷凍倉庫としての建物の改修工事を行った。

3） 種苗生産施設及び各分野の研究実験室については、機材の到着に合

わせて必要な拡張・整備・改善工事が行われた。

・機材の供与

・研修員の受入れ

・現地業務費

（相手側）

・土地、施設、機材の

措置
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・カウンターパート

の配置

・ローカルコストの

負担

・専門家の派遣

・機材の供与

　各分野２名ずつ計６名で計画どおりに配置された。1997 年 10 月に

１名が留学したが、代わりのC／ Pが補充され、1999 年 12 月に留学中

のC／Pが戻った。2000年３月から餌料分野に１名増員となり合計８名

が配置されたことになる。

1）種苗生産施設周辺整備工事に関する経費、黒海カレイ採集調査のため

の調査船及びプロジェクト車両の燃料代、施設管理運営のための光熱

費、国内電話代などはほぼ負担されてきた。

2） ただし、毎年、トルコ側予算（会計年度は１～ 12 月）の執行が１～

４月の期間は認められなかったため、その期間の試薬品、餌代等の消耗

品はプロジェクトが負担せざるを得なかった。

3） 1998 年１～３月の間はプロジェクト作業員の賃金が支払われず、雇

用が滞ったため種苗生産施設工事が遅れたが、その後はきちんと配置さ

れた。作業員の常雇用化については、プロジェクトとしても当初より交

渉してきたが、2001年２月には常雇用となった。

　施設整備について、初年度には取水施設及び種苗生産施設の基本設計、

施工管理のための短期専門家が、また、３年目には基礎育成研究施設の

詳細設計のための短期専門家が派遣された。しかし、日本側が請け負っ

た設計又は機材の選定と敷設にあたり、現地における水質の情報収集に

関してや、ろ過システムを含む取水施設に関する技術的配慮がされな

かったと現地側は考えており、大きな問題を残すこととなった。その結

果、施設に関する日本側の技術について、トルコ側の不信感を招くこと

になったことも事実である。この問題に関しては、予算上の観点から専

門家の派遣時期や期間が決定されたことなども問題を残す一因となった

と考える。

　適切に機材が設置され、十分にプロジェクトの研究開発の活動に役

立ってきた。また、中央水産研究所として、その名にふさわしい必要機

材が配備されたことになる。

　

（2）投入と成果の関係（投入の量・質と成果の妥当性）
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・研修員の受入れ

・土地、施設、機材の

措置

・カウンターパート

の配置

・ローカルコストの

負担

（3）無償等他の協力

形態とのリンケー

ジ／OECF、第三国

国際援助機関によ

る協力とのリン

ケージ

（4）その他

　一般に、C／ Pは日本での研修結果を高く評価しており、研修後には

自信をつけて帰国している。研修後のC／Pには、専門家への報告と同

時に、報告書提出を義務づけている。技術研修８名については、C／ P

７名、魚病担当獣医１名で妥当であったが、視察研修２名の受入れでは、

研究所所長の頻繁な入れ替え、また、管轄局の部長が研修後異動になる

など、候補者及び時期の選択が難しかった。

　施設については、改善が必要な部分については、両者で協議しながら

随時双方分担で対応してきた。ただし、トルコ側はたびたびの緊急経済

引き締め政策により、備品購入が認められなかったため、機材のほとん

どはプロジェクトで購入・配置した。

　C／ Pは、現在の水産研究所の技術者の中では、数的にも資質的にも

最大限の対応がされてきた。活動をよく把握し、皆努力してきたといえ

るが、一方、C／ Pどうしの人間関係によるグループ化もみられ、互い

に知識経験を分かち合い、助け合う姿勢に欠けていた面も見られた。

　施設に関する問題をずっと引きずることになったため、C／Pからは、

施設的な仕事に時間・労力をとられ過ぎるという不満も一時期出ていた。

1）親魚の成熟に関する研究及び採卵のための親魚購入費用は、当初プロ

ジェクトが負担せざるを得ない状況であったが、2000年度よりトルコ側

が負担した。

2） TUGEMによりプロジェクト予算として確保されているものが、水産

研究所の経費として使用されている面がある。支出についての明細を載

せた経費報告を要求したが、できないと断られた。

特になし

特になし
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４．計画の妥当性

（評価時におけるプロジェクト計画の妥当性を検討）

（1）上位目標・最終目標の妥当性

・開発政策との整合

性

・受益者ニーズとの

整合性

・上位目標との整合

性

・実施機関の組織

ニーズとの整合性

1） トルコ政府の第６次経済５か年計画（1990 ～ 1994 年）、及び第７次

経済５か年計画（1996 ～ 2000 年）で水産業開発は国家開発計画の優先

事項とされ、漁業の近代化、養殖及び資源の管理・保全に重点を置いて

いる。特に養殖業の開発は重視されており、民間及び外国資本の投資促

進のため、技術的、経済的な優遇措置も講じられている。よってトルコ

政府の開発政策に対するプロジェクトの上位目標は妥当と考えられる。

2） 黒海カレイは、その魚種のもつ市場における経済性、嗜好性が高いこ

とから、養殖についての関心は高い。海洋汚染がこれ以上進展しないこ

とを条件に、海洋汚染につながらない養殖技術、及び経済性等が明らか

になれば、養殖が発展する可能性は高い。2001 年２月に実施された経

済性調査の中間発表は、経済的にはフィージブルとの結論に達してい

る。

　プロジェクトの協力期間内で成果を達成するためには、目標を絞り込

む必要があり、当初の計画どおり種苗生産技術、及び基礎養殖技術の開

発における協力内容が現実的と判断された。この件に関してはトルコ側

も認識している。

　計画設定は妥当と考えられるが、施設の有効利用と投入費を考えると、

実施前から計画されていた対象魚種の黒海カレイのほかに経済性の高い

チョウザメも勘案すべきではなかったかと思われた。

　プロジェクト実施前に対象種である黒海カレイに関するフィージビリ

ティ・スタディが実施されてもよかったのではないかと考える。養殖期

間と商品サイズとの整合性を含む経済性が懸念された（2001年２月実施

済み）。

（2）プロジェクト目標の妥当性

（3）上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性に対する計画設定の妥当性

（4）妥当性に欠いた要因

　（ニーズ把握状況、プロジェクトの計画立案、相手国実施体制等の観点から記述）
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５．自立発展の見通し

（終了時評価時における自立発展の見通しを、自立発展に必要な要素が整備されつつあるかを中

間評価時のものと比較しながら検討）

（1）制度的側面

（政策的支援、ス

タッフの配置・定

着状況、類似組織

との連携、運営管

理能力等の観点

から記述）

（2）財政的側面

（必要経費の資金

源、公的補助の有

無、自主財源、経

理処理状況等の

観点から記述）

中間評価時の見通し

　現在、トルコ側のプロジェクト管轄機関

は、農業村落省（MARA）の農業生産開発総

局（TUGEM）であるが、プロジェクト・サ

イト（水産研究所）は農業研究総局

（TAGEM）の管轄となっている。プロジェク

ト終了後は C ／ P 及び資機材等すべて

TAGEMの管轄下（研究所）になるため、研

究技術開発、養殖普及、及び資源添加等の活

動を継続、又は推進していくためには、

TAGEMから活動に見合う予算の執行が必要

となる。プロジェクト終了後の予算の確保、

及び今後のプロジェクト活動とTAGEMとの

かかわり方等を明確にしていく必要がある。

　種苗生産施設運営管理のための光熱費だ

けでも研究所側にとっては少なからず負担

となっており、今後、基礎育成研究施設もで

きることから、ランニングコストの確保が

問題になってくる可能性があり、毎年確認

していく必要がある。

　プロジェクト予算として確保されている

ものが、水産研究所の経費として使用され

ている面がある。これについては、研究所の

予算が少ないこともあり理解を示すように

しているが、経理処理がプロジェクトと研

究所の支出別に行われていないことから、

正確にプロジェクトへの支出が把握できな

いことが問題である。

終了時評価時の見通し

　トルコ側の管轄分担を確

認する必要がある。

1） 左記と同様な問題が起

こると想定されるため、

合同委員会の席上で確認

する必要がある。また、研

究所側は、今後､生産され

た種苗を売却すること

で、運営費の一部を賄う

計画をもっている。

2） トルコ政府は、1999 年

の地震による経済打撃

後、2000年 11月、2001年

２月の経済危機（現地通

貨が対ドル 54％まで落ち

込んだ）により、財政難に

陥っている（2001 年：マ

イナス６％成長）。
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中間評価時の見通し 終了時評価時の見通し

（3）技術的側面

（移転された技術

の定着状況、施

設・機材の保守管

理状況、現地の技

術的ニーズとの

合致状況等の観

点から記述）

（4）その他

1） 過去２年間、生産目標達成を目標に活動

を行ってきたため、実務面の技術移転はか

なり進んだと思われる。反対に生産期の忙

しさから、実験を組んだ研究開発が疎かに

なる傾向がうかがえる。対応策を考える必

要がある。

2） 施設や実験室に据えつけられている機材

はトルコ人の気質のせいか、きちんと保守

されていて気持ちが良い。

3） 黒海カレイの種苗を購入して再度、養殖

を手がけたいと考えている業者がいる。そ

の業者は2001年、研究所から種苗を譲渡さ

れたが、2002年の大波で種苗がさらわれ、

養殖を断念した経緯がある。養殖を成功さ

せる観点から、手助けが必要と思われる

が、プロジェクトの事故による当歳魚の損

失や基礎育成棟の建設遅延等で、養殖情報

の蓄積が少なく、情報を提供できない状況

にある。体制づくりが急がれる。

4） 研究所では、黒海カレイのほかに経済

性、嗜好性の高いニベ科の魚種の種苗生産

を希望している（需要が少ないので不

適）。プロジェクトとしては、プロジェクト

終了後のことも勘案して、成熟に時間のか

かる親魚の確保だけでも実施したいと考え

ている。

特になし

1） 過去、4.5年間の活動で、

実務面の技術移転は、中

間評価時に比べ、更に進

んだと察せられる。

2） 機材の保守管理は左記

と同様で、しっかりして

いる。

3） 研究所が 2000 年から

2001 年にかけて実施して

きた網生け簀養殖は、黒

海の環境条件にそぐわな

いとの結論に達しつつあ

る。この結果を受け、陸上

施設での養殖に展開する

ことを検討する必要があ

る。

4） 研究所の放流に関して

も、トルコ側の継続への

強い意志がみられるこ

と、初めての放流試験で

あることから顧みて、こ

れまでと同様、支援して

いく必要がある。
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Ⅳ．プロジェクトの展望及び教訓・提言

１．延長又はフォ

ローアップの必要

性

（必要な分野／方

法／実施のタイミ

ング・理由）

（1）協力期間の延長

　実施の必要性は高いと判断される。

（2）判断理由

　プロジェクト最終評価時におけるプロジェクト目標の達成度は、４回

の生産期中３回においてほぼ生産目標（全長 100mm：１万尾）が達成

されたとはいえ、C／Pが専門家の指導・助言なしに、独自で目標を達

成できるまでには達していないと判断される。また、仔稚魚の生残率

がまだ十分でなく、養成親魚からの採卵技術が確立されていないため、

生産の効率性、安定性の点では、技術レベルは改善の余地がある。

　今後の民間養殖発展を考慮した場合、課題として次の３点があげられる。

①　安定的な受精卵の確保（養成親魚からの採卵）

②　全長 20mm までの生残率 10％の達成

③　配合飼料の開発（経済性調査結果に基づき、20 か月で１ kg の

成長が目標）

（3）必要な分野と業務内容

協力分野：「養成親魚からの採卵技術」、及び「仔稚魚の育成技術」

長期専門家： 種苗生産システム／プロジェクトリーダー（１名）

　　　　　　　栄養学／餌料開発／業務調整員（１名）。

（4）延長期間とその理由

　上記に掲げた３つの課題を解決するためには、少なくとも２か年半の

延長が必要。理由は下記のとおり。

①　養成親魚の第一群（４歳魚）、第二群（２歳魚）及び第三群（当

歳魚）からのすべての群の採卵結果が、2003 年には得られる。

②　産卵期が年１回で、かつ極めて短いため、種苗生産技術を確固た

るものにするためには、最低でも３回以上の繰り返しの機会が必要。

③　本種の販売価格（経済性調査の中間発表では８ドル／ kg）から

推定すると、飼料費は１～２ドルの価格に収める必要がある。この

価格で､かつ成長の優れた餌を開発するには、少なくとも２年は必要。

④　プロジェクト終了日が産卵期盛期の４月14日であるため、この

期間中と稚魚育成期間中の終了については配慮する必要があると考

えられる。10月に終了するのが望ましい。
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２．教訓と提言

①　教　訓 （1）技術移転プロジェクトにおいて、計画どおりの進捗を確保し、プロ

ジェクト目標を達成するうえで、研究分野間の交流や情報交換は重要で

ある。専門家が実施機関や研究所等の管理者に働きかけ、交流・情報交

換の場を定期的に設けるなどして、早急に研究分野間の壁を取り除く必

要がある。

（2）当プロジェクトでは研究施設の維持管理に関する日本と被援助国

（トルコ）の考え方の相違が明確に現れている。日本では研究施設の維

持管理は研究者自らが責任をもって行い、研究に支障が生じないよう努

力をしている。これは強い責任感と、忍耐力のたまものであり、こうし

た縁の下の力持ち的な考え方が組織を支えている。

　一方、トルコでは一般的に分業意識が強い傾向にある。つまり、施設

の維持管理は研究者の領分ではなく、メカニックなどワーカーの仕事で

あると、当プロジェクトのC／Pも考えているようであるが、これは、

他の被援助国でも同様の傾向がみられ、しばしば問題となる。　　　

　施設の維持管理は、技術移転を行ううえでの重要な前提条件である。

今後、同様のプロジェクトにおいては、被援助国との間で施設維持管理

のもつ意味について、十分な合意形成を行ったうえでプロジェクトを実

施していくことが必要である。

（3）プロジェクト開始時に、運営管理手法〔プロジェクト・サイクル・マ

ネージメント（PCM）によるモニタリング、総合品質管理（TQC）活

動等〕について、援助・非援助両国の関係者が十分な理解を共有してプ

ロジェクトを進めていくことが必要である。これにより、関係者間のコ

ミュニケーションが容易となり、効率的で、一貫したプロジェクトの管

理を行うことが可能である。 例えば、プロジェクトの進捗に応じて

PDMを改訂し、関係者間で合意を形成するなど進捗管理活動の徹底が

望まれる。

（4）研究開発型のプロジェクトは、開発の進捗状況に応じて､技術的視点

から数値化された指標を設定した方がよい。その結果として､生産ノル

マに振り回されることなく、着実な成果が期待できると考える｡
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②　短期的提言

③　長期的提言

（制度改革等が

必要なもの）

（1）取水、ろ過、温度調節等施設の効果的なメンテナンスを行うために、

種苗生産施設管理（Hatchery Management）担当の C／ P を配置するこ

と。

（2）将来、当プロジェクトの上位目標及び最終目標を達成するために、

MARA は戦略を策定するとともに必要な行動をとること。

（3）日本・トルコ双方とも、関係機関との調整を通じ、プロジェクト活動

に必要な予算を確保すること。

（4）日本・トルコ双方とも、プロジェクト予算の実績について詳細を報告

すること。

（5）当プロジェクトにおける研究活動の成果を公表するために、定期的に

技術報告書や学術論文を発刊すること。

（1）トルコ側は黒海水域の養殖の発展に貢献するため、民間養殖業者に生

産技術を移転する機会（現場研修）を設けるべきである。
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